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1. 全体 構想 


1.1 提案 地方 自治 体 の 概況 、 温 室 効果 ガス 排出 の 実態 、 地 域 課題 等 


) 社会 的 ・ 地 理 的 特性 
① 地理 的 ・ 自 然 的 特性 


本 市 は 、 兵 庫 県 の 南西 部 、 瀬 戸 内 海 に 面 。 編 護 

し た 播磨 平野 の ほぼ 中 央 に 位置 し 、 東 西 の 8 8 の 
長 さ 約 36 km、 南 北約 56 km、 総 面積 は 約 議 こ =。 姫 所 0 玉吉 
534 KW で 、 人 口 約 53 万 人 を 擁する 兵庫 県 内 路 。 gs 記 ュー 

第 2 の 都市 で ある 。 * 1 


北部 は 、 演 の 人 き 生 二 量 只 和 5 用 国電 が りな 
が る と と も に 、 標 高 700 こ 900m 級 の 山並 みな が 連 な っ て いる 。 
中 南部 は 、 都市 機 0 E の 集積 と 南北 市 街 地 の 一 体 化 が 進ん で お り 、 特 に JR 姫路 駅 か ら 姫路 城 ま 
で の エリ ア は 本 市 の メイ ンス ポッ ト と し て 住民 や 観光 客 か ら 親 し まれ て いる 。 
気候 は 瀬戸 内 海 気候 に 属し 、 年 降水 量 、 降 水 日 数 と も に 少な く 、 四 季 を 通じ て 温和 な 日 が 多 
、 自 然 災 害 の 少な い 地 域 で ある 。 


② 沿革 

本 市 は 、 明 治 22 年 (1889 年 ) に 、 江 戸 時 代 の 城下 町 と その 外縁 部 を 市 域 と する 人 口 約 25, 000 
人 の 都市 と し て 、 全 国 30 市 と と も に 我が国 初 の 市 制 を 施行 し た と ころ か ら 始 まる 。 高度 経済 成 
長期 に は 、 描 磨 臨海 工業 地帯 の 中 心 と し て の 役割 を 担い 、 商 工業 都市 と し て 今日 の 姿 へ と 発展 
を 遂げ て きた 。 

平成 5 年 (1993 年 ) に 姫路 城 が 法隆寺 と と も に 日 本 で 初め て 世界 文化 遺産 に 登録 され 、 例 年 
多く の 観光 客 が 訪れ て いる 。 

平成 8 年 (1996 年 ) に 、 全 国 11 市 と と も に 最初 の 中 核 市 へ 移行 し 、 平 成 18 年 (2006 年 ) 
に は 家 島 町 、 夢 前 町 、 香 寺町 及び 安富 町 と 合併 し て 新しい 姫路 市 と な り 、 地 方 分 権 時 代 に ふさ 
わし い 確 か な 一 歩 を 踏み 出し た 。 

また 、 令 和 3 年 2 月 に 「 ゼ ロカ ー ボ ン シ テ ィ 宣言 」 を 行い 、5 月 に は 「SDGs 未来 都市 」 に 選 
定 さ れる な ど 、 持 続 可 能 な 社会 の 実現 に 向け て 積極 的 に 取り 組ん で いる 。 


③ 人 口 

本 市 の 総 人 口 は 、 令 和 3 年 (2021 年 ) 9 月 現在 525, 808 人 で 、 県 下 第 2 の 都市 と な っ て い 
る 。 平成 22 年 (2010 年 ) を ピー ク に 減少 傾向 に 転じ 、2045 年 に は 約 46 万 人 に まで 減少 する こ 
と が 予測 され て いる 。 ま た 、 年 齢 階層 別人 口 構成 比 か ら 、 高 齢 化 率 は 2015 年 の 25.29%% か ら 
2045 年 に は 33. 99% に まで 上 昇 す る こと が 見 込ま れ て いる 。 
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④ 産業 構造 


本 市 は 、 第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 まで パラ ンス 往 寺 
の 取れ た 産業 構造 に な っ て いる 。 鉄 銅 業 、 化 学 エ 0 の 20.5% 
業 、 電 気 機械 工業 な ど を 中 心 と し た も の づく り 企 業 a 207x _ 208 
が 集積 し て お り 、 製 造 業 の 従業 者 構成 比 は 全国 比 を [円 ES 
大 きく 上 回 っ て いる 。 皮革 、 清 酒 、 鎖 、 ボ ルト ・ ナ or 
ッ ト 、 菓 子 な どの 地場 産業 も 盛ん で 、 商 業 お いて A 
は 、 本 市 が 位置 する 播磨 地域 の 中 心 的 な 役割 を 担っ 130% / ¥ 
て いる 。 な か で も 、 姫 路 の も の づく り 分 野 は 全国 ・ ノ 
世界 に お いて トッ プシ ェ ア を 持つ 企業 が 多数 集積 し 12.5% 
て お り 、 製 造 品 出荷 額 等 は 全国 16 位 (平成 29 年 度 
時 点 ) と 、 も の づく り の まち と し て の 性 格 が 強い 。 男 売 業 、 小 売 業 0 灯 本 
また 、 近 年 で は 脱 炭 素 関連 事業 へ 進出 し て いく 企業 | 宿泊 業 、 飲 食 サー ビス 業 放 サー ビス 業 ( 他 に 分 類 さ れ な いも の ) 
も 出 て き て いる 。 建設 業 ” 較 運 坦 業 、 郵便 業 その 他 


一 方 で 、 本 市 の サー ビス 業 に お いて は 、 観 光 業 、 
と くに 世界 遺産 ・ 国 宝 姫路 城 の 来 城 客 が 、 収 入 の 大 
き な ウ ェ イ ト を 占め て いる 。 姫路 城 周辺 入 込 客数 
は 、 城 改修 後 の グ ラン ド オ ー プ ン (平成 27 年 度 ) を 
ビ ピーク に 5 年間 に わた っ て 毎年 250 万 人 以上 を 記録 
し て いた が 、 令 和 2 年 度 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 
染 症 の 影響 を 受け 、 前 年 度 の 281 万 人 を 大 きく 下 回 
る 88 万 人 と な っ た 。 ポ スト コロ ナ を 見 据え た 時 、 こ 
の 冷え 込ん だ 需要 を 回 復 さ せる こと は 、 本 市 の 喫緊 
の 課題 で ある 。 


(2) 温室 効果 ガス 排出 の 実態 
本 市 の 部 門別 温室 効果 ガス 排出 量 の 推移 は 下 表 の と お り で ある 。 産業 部 門 の 排出 割合 が 最も 
高く 、 全 体 の 619%% を 占め 、 次 いで 運輸 部 門 が 全体 の 9.69% を 占め て いる 。 排出 量 全 体 で は 、 
2017 年 度 に お いて 、2013 年 度 比 で 96.79% と な っ て いる 。 
(単位 : kt-CO2) 


部 門 2013 (H25) 2014(H26) 2015 (H27) 2016 (H28) 2017 (H29) 
産業 部 門 6, 910 7, 014 6, 765 6, 736 | 6, 426 (61. 0%) 
非 製 造 部 門 46 49 46 60 52 
製造 業 6, 864 6, 965 6, 719 6, 676 6, 374 
民生 部 門 | 家庭 820 965 893 898 789(7. 5%) 
業務 871 993 1, 001 1, 071 915 (8. 7%) 
運輸 部 門 976 1, 051 1, 043 1,016 | 1,015(9. 6%) 
自動 車 871 925 921 896 897 
鉄道 ・ 船 舶 105 126 122 120 118 
エネ ルギー 転換 部 門 269 269 311 325 277 (2. 6%) 
工業 プロ セス 部 門 116 113 106 107 106 (1. 0%) 
廃棄 物 部 門 544 524 555 616 607 (5. 8%) 
CO2 以外 381 408 419 397 397 (3. 8%) 
合計 10, 887 11, 337 11, 093 11, 166 10, 532 
(2013 年 度 比 ) (104.1% (101. 9% (102. 6%) (96. 7%) 


(3) 地域 課題 等 

本 市 は 、 森 ・ 里 ・ 川 ・ 海 が つなが る 日 本 の 縮図 と も いえ る 美しく 多様 な 自然 環境 を 持ち 、 各 
地域 に 伝わる 祭り な ど 、 貴 重 な 歴史 文化 も 有する 。 そ の 中 で も 、 世 界 遺 産 ・ 国 宝 姫路 城 は 、 日 
本 が 世界 に 誇る ネー ム バ リュ ー と 集客 力 を 備え た 観光 拠点 と し て 、 ま だ まだ 開発 の 可能 性 と 、 
有効 活用 の 余地 が ある 。 ポ スト コロ ナ 時 代 を 見 据え 、 ま ち が 持 続 的 発展 を 遂げ て いく た め に 
は 、 こ の 唯一 無 二 の 強 み を 活か し 、 地 域 活 力 の 向上 お よび 地域 経済 の 発展 に つなげ て いく こと 
が 重要 で ある 。 


① 交流 人 口 の 増加 に よる 地域 活力 の 向上 

今後 、 見 込ま れる 人 口 減少 は 、 地 域 経 済 の 縮小 な どの 影響 を も た ら す こと が 予測 され る た 
め 、 旅 行者 な どの 国内 外 か ら 訪 れる 「 交 流 人 口 」 を 増やす こと で 、 定 住人 口 の 減少 を 補い 、 地 
域 の 活力 の 維持 ・ 向 上 に つなげ る 必要 が ある 。 前述 の と お り 、 観 光 業 に お いて は 世界 遺産 ・ 国 
宝 姫路 城 の 来 城 客 が 収入 の 大 き な ウ ェ イ ト を 占め て いる が 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 
に より 、 令 和 2 年 度 の 姫路 城 周辺 入 込 客数 が 前 年 度 より 699% 減 少 する 等 、 深 刻 な 影響 を 受け て 
いる 。 市 民生 活 や 経済 活動 へ の 影響 を 注視 し つつ 、 新 た な 観光 の あり 方 に つい て 検討 を 進め 、 
観光 エリ ア お よび その 周辺 の 賑わい を いか に 取り 戻し て いく か が 喫緊 の 課題 で ある 。 


還 姫路 市 の ゾー ン 別 画 姫 路 城 周辺 入 込 客数 
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② 脱 炭 素 経営 の 促進 に よる 地域 経済 の さら な る 発展 

本 市 に は 重化学 工業 を 中 心 に 全国 ・ 世 界 に お いて トッ プシ ェ ア を 持つ も の づく り 企 業 が 集積 
し 、 地 域 経 済 を けん 引 し て いる 。 一 方 で 、 播 磨 臨海 工業 地帯 の 中 心地 域 で ある 本 市 に お いて 
は 、 産 業 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 割合 が 全国 平均 の 約 2 倍 で あり 、 市 域 の 温室 効果 ガス 排 
出 量 削減 は 今後 取り 組む べき 重要 な 課題 で ある 。 

地域 経済 の さら な る 発展 に 向け て は 、ESG 投資 や カー ボン ニュ ー ト ラル と いっ た グロ ー バ ル 
な 潮流 に 乗り 遅れ な いよ う 政 策 面 か ら 支 援 を 行い 、 脱 炭素 経営 の 機運 醸成 や 事業 活動 の 脱 炭 素 
化 を 図り 、 地 域 全 体 で 国際 競争 力 を 獲得 し て いく 必要 が ある 。 

還 尋 路 市 温室 効果 ガス 排出 割合 (部 門別 ) 
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1.2 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


(1) 姫路 市 に お ける 取組 み 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
姫路 市 次 世代 自動 車 (EV・FCV・ ハ イブ リッ ド ・ 天 然 ガ ス ) の 導入 推進 


【 取 組 の 目的 】 
燃料 電池 自動 車 及 び 電 気 自動 車 等 の 普及 を 促進 する こと で 、 
自動 車 排出 ガス に よる 大 気 の 汚染 の 防止 や 地球 温暖 化 対策 に 
寄与 する こと を 目的 と し て いる 。 


【 取 組 の 概要 】 

① 事業 者 に よる 市 内 で の 燃料 電池 自動 車 用 水素 ステ ーション の 整備 に 対す る 助成 
ラ 補 助 額 上 限 5,000 万 円 件 ( 令 和 2 年 度 実績 : 1 件 4, 999 万 円 ) 

② 市 内 の 運送 事業 者 に 対す る 低 公 害 車 (バス ・ ト ラッ ク ・ タ クシ ー) の 導入 に 対す る 助成 
ラ 補 助 額 FC バス :1, 000 万 円 台 、FCV タ クシ ー:100 万 円 人 台 

③ 市 内 の 事業 者 を 対象 と し た 燃料 電池 自動 車 (FCV)、 電 気 自 動車 (EV) の 導入 に 対 
する 助成 
ラ 補 助 額 FCV : 100 万 円 ご 台 、E V : 10 万 円 ン 台 

④ 公用 車 に お ける 次 世代 自動 車 の 導入 
信 燃 料 電池 自動 車 1 台 、 電 気 自動 車 3 台 、 ハ イブ リッ ド 自 動車 11 台 、 天 然 ガ ス 自 動車 
2 台 を 導入 ( 令 和 3 年 3 月末 現在 ) 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
「COOL CHOICE」 の 推進 


【 取 組 の 目的 】 
平成 31 年 3 月 に 本 市 も 「COOL CHOICE」 の 賛同 を 宣言 し 、 
家庭 部 門 へ の 地球 温暖 化 対 策 と し て 市 民 向 け に 「COOL CHOICE」 を 啓発 し て いる 。 


【 取 組 の 概要 】 

二酸化 炭素 排出 抑制 対策 事業 費 等 補助 金 (地方 と 連携 し た 地球 温暖 化 対策 活動 推進 事業 ) 
を 活用 し 、 令 和 元 年 度 よ り 大 型 シ ョ ッ ピ ング モー ル で の イベ ント 開催 や 啓発 動画 の 制作 、 路 
線 バ ス へ の ラッ ピン グ 広 告 の 掲出 、 環 境 学 習 施設 に お ける イベ ント 開催 、 環 境 ヒ ー ロ ー「 ハ 
イブ リッ ド 戦 士 サ ムラ イガ ー」 を 活用 し た 教育 ・ 保 育 施設 で の 公演 な ど を 実施 し て いる 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
姫路 市 脱 炭 素 セ ミナ ー の 開催 


【 取 組 の 目的 】 
本 市 の 温室 効果 ガス 排出 量 の 約 6 割 を 占め る 産業 部 門 の 脱 炭 素 化 の 推進 を 目的 に 、 姫 路 市 環 
境 保全 協議 会 及び 姫路 商工 会 議 所 と 連携 し て 、 下 記 の セミ ナー を 開催 し た 。 


【 取 組 の 概要 】 
市 内 事業 者 を 対象 に カー ボン ニュ ー ト ラル と これ か ら の 企業 経営 を テー マ に 令 和 3 年 10 月 
25 日 に 講演 会 を 開催 し た 。( 参 加 者 : 59 団体 ・142 名 ) 
講演 テー マ 1 「 我 が 国 の 脱 炭 素 社会 に 向け た 最近 の 動向 に つい て 」 
講師 環境 省 近 畿 地 方 環境 事務 所 環境 対策 課長 福嶋 慶三 氏 
「 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル と これ か ら の 企業 経営 に つい て 」 
講師 貫 ニ ュー ラル 代表 取締 役 CEO 夫 馬 賢治 氏 


1.3 2030 年 まで に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 次 


(1) 目指 す 地 域 脱 炭素 の 姿 

2050 ゼロ カー ボン シテ ィ の 実現 に 向け 、 地 球 温暖 化 対 策 に 創意 工夫 を も っ て 取り 組む こと で 、 
温室 効果 ガス の 排出 抑制 の みな ら ず 、 生活 の 質 の 向上 ・ 健 康 福祉 ・ 地 域 環境 の 改善 ・ 地 域 経 済 へ の 
波及 等 、 コ ベネ フィ ッ ト (共通 便益 ) に よる 魅力 あふ れる 地域 の 実現 を 目指 す 。 

その 実現 の た め に 、 ま ず は 2026 年 まで に 「 ゼ ロカ ー ボ ン キ ャ ッ ス ル 」 を 実現 する こと で 、 観 光 
地 と し て の 魅力 ・ ブ ラン ドカ 、 回 遊 性 が 向上 し 、 誘 客 と 観光 消費 の 最大 化 を 促進 し て いく 。 そし て 、 
ゼロ カー ボン キャ ッ ス ル を 起点 と し て 市 域 全体 に 脱 炭 素 ド ミノ が 起き 、2030 年 に は 脱 炭 素 型 の ラ 
イフ スタ イル や 脱 炭 素 型 の 企業 経営 が 定着 し て いる 姿 を 目指 す 。 


(2) 脱 炭素 先行 地域 の 概要 

1.1(3) に 記載 の 地域 課題 を 踏ま は え 、 本 市 の メイ ン エ リア で あり 、 世 界 遺 産 お よび その 緩衝 地帯 
と し て も 指定 され て いる 「A. 姫路 城 周 辺 エ リア 」 の エリ ア 内 に ある 公共 施設 13 地点 を 脱 炭 素 
先行 地域 (電力 消費 エリ ア ) と し て 設定 する 。 さ ら に 、13 地点 の 「B. 市 所 有 の 遊休 地 」 を 脱 炭 
素 先行 地域 の 再 エ ネ 導 入 エ リア と し て 設定 し 、「 昌 . 市 所 有 の 遊休 地 」 で 発電 し た 再 エ ネ 電 力 を 
「A. 姫路 城 周辺 エリ ア 」 に 供給 する こと で 、「 ゼ ロカ ー ボ ン キ ャ ッ ス ル 」 の 実現 を 目指 し て い 
くら 
具体 的 に は 、 脱 炭素 先行 地域 13 地点 の 電力 消費 5, 938MWh/ 年 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ を 達成 
すべ く 、 以 下 の 4 つの 取組 を 実施 する 。 (詳細 は 「2.3 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実 
質 ゼ ロ の 取組 」 に 記載 。) 


取組 ① 省エネ 機器 の 導入 (LED 化 ・ 空 調 改修 ) 

取組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA 
取組 ③ 次 世代 型 太陽 電池 の 導入 検討 

取組 ④ 大 規模 蓄電 池 の 活 用 


さら に 、 こ の 「 ゼ ロカ ー ボ ン キ ャ ッ ス ル 」 を 起点 と し て 市 域 全 体 (事業 者 ・ 市 民 ・ 観 光 客 ) の 
脱 炭素 ドミ ノ を 引き 起こ し 、 前 述 の 「 交 流 人 口 の 増加 に よる 地域 活力 の 向上 」「 脱 炭素 経営 の 促 
進 よ る 地域 経済 の さら な る 発展 」 と いっ た 地域 課題 の 解決 を 図る べく 、 以 下 の 施 策 を 実施 する 。 
(詳細 は 「2.4 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 」 に 記載 。) 


取組 ⑤ 脱 炭 素行 動 変容 施策 (対象 : 市 民 ・ 観 光 客 ・ 事 業者 ) 
取組 ⑥ 太陽 光 発 電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 (対象 : 事業 者 ) 
取組 ⑦ 次 世代 自動 車 の 普及 促進 (対象 : 市 民 ・ 事 業者 ) 
取組 ⑥ グリ ー ン 水素 の 製造 ・ 供 給 (対象 : 事業 者 ) 


(3) 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 

【 事 務 事 業 編 】 

事務 事業 編 に つい て は 令 和 3 年 (2021 年 ) 3 月 に 改訂 し 、 市 の 事務 事業 に 伴う 温室 効果 ガス 排 
出 量 を 2030 年 度 ま で に 2013 年 度 比 で 4096 削 減 す る こと を 目標 と し て いる 。 目標 達成 に 向け た 取 
組 と し て 、ZEB 化 や 再生 可能 エネ ルギー、 蓄 電 シ ステ ム 、 燃 料 電池 、 高 効率 機器 の 導入 、 職 員 
ー 人 一 人 の 環境 配慮 活動 を 推進 し て いる 。 

令 和 3 年 (2021) 10 月 の 政府 実行 計画 の 改定 を 受け 、 本 市 に お いて も 事務 事業 編 の 削減 目標 を 
509%% に 引き 上 げ る こと に つい て 検討 を 行い 、 令 和 5 年 度 (2023 年 度 ) 未 まで に 計画 を 改定 する 。 


【 区 域 施策 編 】 

区 域 施策 編 に つい て は 、 平 成 30 年 (2018 年 ) 3 月 に 改定 し 、 市 域 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 
2030 年 度 ま で に 2018 年 度 比 で 26.1% 削 減 す る こと を 目標 と し て いる 。 目標 達成 に 向け た 取組 と 
し て 、「 エ ネル ギー の 無駄 を 無く す エ コラ イフ ・ エ コ オ フ ィ ス の 推進 」「 環 境 に 配慮 し た エネ ル ギ 
ー の 導入 促進 」「 低 炭素 型 の まち づく り の 推進 」 に 取り 組ん で いる 。 

改正 温 対 法 及び 令 和 3 年 (2021 年 ) 10 月 の 地球 温暖 化 対策 計画 の 改定 を 受け 、 本 市 に お いて 

令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 未 ま で に 計画 を 改定 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 削減 目標 を 国 と 同等 の 水準 
(46%) と な る よう 引き 上 げ る 。 


(4) 改正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 

令 和 4 年 度 末 の 区 域 施策 編 改定 時 に 、 促 進 区 域 の 設定 に つい て 検討 を 行う 。 国 や 兵庫 県 に よる 
ネガ ティ ブ ゾ ー ニ ング の 設定 状況 も 踏ま えつ つ 、 今 回 の 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ 導 入 エ リア に 加 
え 、 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ルポ ボート を 見 据え 将来 的 な 水素 の 利 活 用 の 促進 が 見 込め る 本 市 の 臨海 部 
に お ける 促進 区 域 の 設定 を 検討 し て いく 方 針 で ある 。 


(5) 2050 年 まで に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 

本 市 は 令 和 3 年 (2021 年 ) 2 月 に 「 ゼ ロカ ー ボ ン シ テ ィ 」 を 宣言 し 、2050 年 まで に 二酸化 炭素 
の 実質 排出 ゼロ を 目指 し て いる 。 今後 は 脱 炭 素 先行 地域 で の 取組 を 足掛かり に 、 市 域内 で 市 民 や 
民間 企業 に も 脱 炭 素 ド ミノ を 起こ し 、 市 域 全体 の 脱 炭 素 化 ・ 地 域 課 題 解決 を 目指 す 。 

具体 的 に は 、 中 心 市 街 地 で は 姫路 城 エ リア を 中 心 に 世界 中 か ら 観 光 客 が 訪れ る こと で 、 人 口 減 
少 の 中 で も 交流 人 口 の 増加 に より 、 地 域 活力 の 維持 ・ 向 上 を 図る 。 ま た 、 了 臨海 部 に お ける カー ボ 
ン ニ ュー トラ ルポ ー ト の 形成 等 、 事 業者 の 脱 炭 素 経営 を 促進 し 、 産 業 部 門 に お いて も 脱 炭 素 化 を 
実現 する こと で 、 国 内 有数 の 国際 競争 力 の ある エリ ア の 形成 を 目指 す 。 


2. 脱 談 素 先行 地域 に お ける 取組 


2.1 対象 と する 地域 の 概況 (位置 ・ 範 囲 、 エ ネル ギー 坦 要 家 の 状 況 ) 


(1) 位置 ・ 範 囲 

A. 姫路 城 周 辺 エ リア (電力 消費 エリ ア ) 

世界 遺産 ・ 国 宝 姫路 城 を 中 心 と し て 、 城 部 研究 セン ター、 姫 路 城西 御 屋敷 跡 庭園 好 古 園 、 美 
術 館 な ど 主 に 特別 史跡 指定 区 域内 の 公共 施設 13 地点 を 脱 炭 素 先行 地域 と し て 設定 し 、「 ゼ ロカ 
ー ボ ン キ ャ ッ ス ル 」 の 実現 を 目指 し て いく 。 

ぐ く 姫路城 周 辺 エ リア マッ プ と 対象 施設 一 覧 > 


施設 一 覧 。 区 域 

議 ① 姫 路 虹 特別 史跡 指定 区 域 
づ 巡 路 市 立 動物 園 ” ”"~"~" " …・  .』 特別 史跡 指定 区 域 
| 3 尋 牙 市 立 美術 館 ” " 特別 更 下 指 定 区 域 。 
1 @ 姫 牙 公 園 x2 = = 特別 史跡 指定 区 城 ー 
上 日 本 域 部 研究 シタ ー = = 』 特別 史 蹴 指定 区 域 
⑧ 姫 略 城 西 御 屋 敷 時 庭園 好 古園 ” 特別 史跡 指定 区 域 ー 
の 巡 牙 市 立 折 鷺 小 中 学校 ”。。 特別 史跡 指定 区 域 ー 
⑧ 大 手前 公園 地下 星 車場 ーー 特別 史 中 指定 区 域 ー 


⑨ 姫 路 観光 コン ベン ショ ン ビ ユー ロー 特別 史跡 指定 区 域 


 ※1 世界 遺産 を 保存 する た め 、 設定 され る 利用 制限 区 域 。 
区 域内 で は 、 遺 産 と 調和 の と れ た 景観 形成 等 が 求め られ る 。 
※2 姫路 公園 の 内 、 代表 的 な 位置 を プロ y ト 。 


| 大 手前 通り 施設 世界 遺産 バツ ソフ ァ ー ゾ ソーン 


B. 市 所 有 の 遊休 地 ( 再 エネ 導入 エリ ア ) 

上 記 A エ リア の 脱 炭 素 化 を 実現 する た め 、 市 所 有 の 遊休 地 を 脱 炭素 先行 地域 と し て 設定 し 、 
太陽 光 発 電 等 の 導入 を 促進 し て いく 。 

く 姫 路 市 全域 マッ プ と 対象 土地 一 覧 > 


No.| 土地 名 称 | 所 有 者 | 現況 住所 
1 a に 
2 — — 
3 as トー 
4 — 
5 引 未 和 ー ー 
6 Sas 
WP ーー ーー 
8 一 = 一 
9 — — 

10| 未 和 a 
11 = ー 
12 = = 
13| 未 和 計 計 


な お 、 上 記 A の 施設 の 電力 需給 や 上 記 B で 発電 する 再 エ ネ 発 電 量 は 、 関 西 電 力 が 一 元 的 に 管 
理 し 、 上 記 A 以 外 の 本 市 の 公共 施設 等 へ も 電力 供給 を 行う こと で 、 発 電 し た 再生 可能 エネ ル ギ 


ー を 奈 す こと な く 最 大 限 活 用 する 。 


(2) エネ ルギー 回 要 家 の 状況 


2021 年 3 月 改訂 「 地 球 温暖 化 対策 実行 計画 (事務 事業 編 )」 よ り 、 当 該 2 エリ ア の CO2 排出 量 


を 以下 の と お り 算 定 。 
A. 姫路 城 周 辺 エ リア 


エネ ルギー 震 要 家 の 種 類 : 民生 部 門 公共 施設 (13 地点 ) 
(うち 電力 消費 分 : 2.244. 512 kg-C02/ 年 ) 


温室 効果 ガス の 排出 実態 : 2.611.664 kg-CO2/ 年 


主 な 排出 源 : 電力 使用 に 伴う CO2 排出 量 ( 全 排 出 量 の 85.996) 
特徴 : 公共 施設 で 使用 する 照明 お よび 空調 設備 が 主 な 排出 源 
く 13 施設 の CO2 排出 状況 > (単位 : kg-CO2/ 年 ) 
No 施設 名 年 間 CO2 排出 量 左記 の うち 、 電 力 消 
(R2 年 度 実績 ) 費 に 伴う CO2 排出 量 
1 | 姫路 城 168, 182 155, 058 
2 | 姫路 市 立 動物 園 122, 743 102, 436 
3 | 姫路 市 立 美術 館 481, 873 351, 153 
4 | 姫路 公園 127, 532 124, 644 
5 | 日 本 城郭 研究 セン ター 435, 460 345, 763 
6 | 姫路 城西 御 屋敷 跡 庭 園 好 古 園 234, 877 233, 244 
7 | 姫路 市 立 白 鷺 小 中 学 校 157, 815 141, 059 
8 | 大 手前 公園 地下 駐車 場 210, 518 210, 518 
9 | 姫路 観光 コン ベン ショ ン ビ ュー ロー 19, 495 19, 495 
10 | 姫路 文学 館 427, 296 335, 269 
11 | 姫路 駅 前 中 央 地下 駐輪場 31, 353 31, 353 
12 | キャ ッ ス ル ガ ー デ ン 他 189, 474 189, 474 
13 | 大 手前 通り 施設 5, 046 5, 046 
13 施設 合計 2, 611, 664 2, 244, 512 (85. 9%) 


BB. 市 所 有 の 遊休 地 ( 再 エネ 導入 エリ ア ) 
エネ ルギー 需要 家 の 種 類 : 市 の 遊休 地 (13 地点 ) 
温室 効果 ガス の 排出 実態 : 0 kg-CO2/ 年 


主 な 排出 源 : 更 地 も し く は 建物 解体 予定 の た め 、C02 排出 な し 


2.2 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 ( 再 エネ 駆 存 量 等 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 
可能 量 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 、 新 規 の 再 エ ネ 発 電 
設備 の 導入 予定 ) 


(1) 再 エ ネ 敗 存 量 を 踏ま えた 再 エネ 導入 可能 量 
本 市 を 再生 可能 エネ ルギー 情報 提供 シス テム (REP0S) に て 分 析 す る と 、 市域 全体 で は 約 963 

千 kW の 太陽 光 開 発 ポ テン シャ ル が ある 一 方 で 、 そ れ 以 外 の 風力 ・ バ イオ マス 等 に つい て は 極め 

て ポテ ン シ ャ ル が 低い と 想定 され る 。 

ぐ 本 市 全域 の 再 エネ 導入 ポテ ン シ ャ ル (REP0S より 引用 ) > 


種別 太陽 光 L3 | 陸上 風力 | 中 小 水力 地熱 | 太陽熱 L8 | 地 中 熱 
設備 容量 ( 千 kW) 963 61 0 0 0.0046 0.038 


※1 千 kW 三 8, 640 千 kWh=311. 040 億 J と し て 計算 


その よう な 中 、 脱 炭素 先行 地域 お いて は 、「A. 姫路 城 周 辺 ニ エリ ア 」 で は 、REP0S デー タ 上 で は 
ー 定 の 導入 ポテ ン シ ャ ル が 認め られ る も の の 、 実際 に は 当該 エリ ア は 特別 史跡 指定 区 域 お よび 世 
界 遺産 バッ ファ ー ゾ ー ン 内 で ある た め 、 文 化 財 や 景観 保護 の 観点 か ら 厳 し く 利 用 規制 が な され て 
いる 。 実際 に 、 現 時 点 で 特別 史跡 指定 区 域 に は 再 エ ネ 設 備 は 1 つも 存在 せ ず 、 文 化 財 保護 や 都市 
計画 の 観点 か ら 、 当 該 エ リア に お ける 従来 型 の 太陽 光 設 備 の 導入 は 非常 に 困難 で ある 。 

その た め 、「A. 姫路 城 周 辺 エ リア 」 で は 、 設 置 に お ける 立地 条件 を 克服 で きる 次 世代 型 太陽 
電池 を 活用 し た 自家 消費 型 太陽 光 設 備 の 導入 の 可能 性 を 検討 し つつ も 、「B. 市 所 有 の 遊休 地 」 
に 最大 限 太 陽光 発電 を 導入 し 、 そ こ か ら の オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA に よる 電力 供給 を 中 心 
施策 と し て 推進 し て いく 。 


く A. 姫路 城 周辺 エリ ア の 再 エ ネ 導 入 ポ テン シャ ル マ ッ プ (REP0S より 引用 ) > 


ルー 「 / 貞 に 0 に ミ ご 
et * > 32 徐 1 - だ = ニ 三 こし ヘレ ィ ャ ラ | 
1 / で 短 入 ホテ ン シ ャ ル 
の \ | | 1.000kW/km 未満 
| 語り / 国 1.000 - 5.000kW/kn 
/ ⑥) し 地 牙 城 の / 央 5.000 - 7.500kW/km 
? け 園 7.500 - 10.000kW/knt 
/ 賠 10.000kW/knt 以上 
ka ⑧ re FIT 認 定 設備 の 概略 位置 
= 、 太陽 光 発電 (2.000kW 未 満 ) 
) | ] Ph ’ 
ご 定性 | ee 
た 


30KW - 40KW 


Lo sms / o 

世界 適 産 バ パッ ファ ー ゾ ー ン x a 
リ マ o 50kW -100 kW 
e 100kW -500 kW 
e 500kW -1.000 kW 
O 


1.000KW -2.000 KW 


(2) 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 

本 市 で は 、 四 季 を 通じ て 温和 な 日 が 多い 気候 条件 を 背景 に 公共 施設 へ の 大 陽光 発電 設備 の 導入 
を 進め 、 既 に 71 施設 ・ 計 2, 123kW の 太陽 光 設 備 を 導入 し て いる 。 し か し な が ら 、 前 記 の と お 
り 、 先 行 地域 内 に お いて は 再 エネ 設備 の 導入 が 困難 で ある こと か ら 、 以 下 の と お り 活 用 可能 な 既 
存 再 エネ は 太陽 光 発 電 21. 3kW に 留まっ て いる 。 
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< 脱 炭素 先行 地域 に お いて 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 > 
種別 施設 名 規模 | 発電 量 利用 形態 | 設置 年 度 
大 陽光 発電 | キャ ッ ス ル ガ ー デ ン 他 | 21.3KW | 23.0MWh/ 年 | 施設 使用 電力 | 平成 25 年 
※ 発 電 量 は 1kN あたり 、1.080kWh/ 年 と 推計 。 


(3 新規 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 導入 予定 

前 記 の と お り 、「A. 姫路 城 周 辺 エ リア 」 で は 設置 に お ける 柔軟 性 の 高い 次 世代 型 太陽 電池 を 
活用 し た 自家 消費 型 太陽 光 設 備 の 導入 可能 性 を 検討 し て いく 。 一 方 、「B. 市 所 有 の 遊休 地 」 に 
お いて は 、 可 能 な 限り 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 オ フサ イト 型 コ ー ポ レー ト PPA に て 「A. 姫路 
城 周 辺 エ リア 」 の 各 施 設 へ 電力 を 供給 する 。 

太陽 光 発 電設 備 の 設置 に つい て は 、 姫 路 市 が 「 電 力 需 要 家 兼 地権 者 」 で あり 、 共 同 申 請 者 で 
ある 関西 電力 が 「 再 エネ 発電 事業 者 」 と な る た め 、 合 意 形成 は 図れ て いる 。 ま た 、 周 辺 地域 住民 
に 対し て は 、 系 統 接続 確認 な どの 詳細 検討 が 完了 次 第 、 本 市 に て 説明 を 行っ て いく 。 


(太陽 光 発 電 ・ 次 世代 型 太陽 電池 ) 
・ 設置 予定 者 民間 事業 者 
・ 設置 予定 場所 未定 
・ 設置 予定 時 期 令 和 8 年 4 月 ~ 令 和 9 年 3 月 
(太陽 光 発 電 ・ オ フサ イト PPA) 
・ 設置 予定 者 関西 電力 株 式 会 社 (共同 提案 者 ) 
・ 設置 予定 場所 市 遊休 地 13 地 点 7.418 kW (12,662,000 kWh) 
・ 設置 予定 時 期 令 和 5 年 4 月 ~ 令 和 8 年 3 月 


2.3 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 
【 民 生 部 門 の 電力 消費 の 状況 】 


No 施設 名 種類 電力 消費 量 ※1 
1 | 姫路 城 公共 施設 385MWh/ 年 
2 | 姫路 市 立 動物 園 公共 施設 271MWh/ 年 
3 | 姫路 市 立 美術 館 公共 施設 802MWh/ 年 
4 | 姫路 公園 ※2 公共 施設 401MWh/ 年 
5 | 日 本 城郭 研究 セン ター※3 公共 施設 736MWh/ 年 
6 | 姫路 城西 御 屋 敷 跡 庭園 好 古 園 公共 施設 739MWh/ 年 
7 | 白 牙 小 中 学校 公共 施設 417MWh/ 年 
8 | 大 手前 公園 地下 駐車 場 公共 施設 631MWh/ 年 
9 | 姫路 観光 コン ベン ショ ン ビ ュー ロー 公共 施設 43MWh/ 年 
10 | 姫路 文学 館 公共 施設 817MWh/ 年 
11 | 姫路 駅 前 中 央 地下 駐車 場 公共 施設 92MWh/ 年 
12 | キャ ッ ス ル ガ ー デ ン 他 ※4 公共 施設 431MWh/ 年 
13 | 大 手前 通り 施設 ※3 公共 施設 173MWh/ 年 

合 計 公共 施設 13 地点 5, 938MWh/ 年 


※1 2020 年 10 月 2021 年 10 月 の 電力 消費 実績 。 

※2 「4. 姫 路 公園 」「13. 大 手前 通り 施設 」 に お ける 街灯 等 一 部 設備 の 電力 消費 量 は 類似 設備 
か ら 年 間 消 費 量 を 推計 。 

※3 「5. 日 本 城郭 研究 セン ター」 は 施設 改修 後 の 2021 年 4 月 ご 2021 年 10 月 の 電力 消費 量 か 
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ら 年 間 電 力 消費 量 を 推計 。 
※4 「12. キ ャ ッ ス ル ガ ー デ ン 他 」 は 既設 太陽 光 発 電 (2.2(2) 記載 ) の 自家 消費 分 を 含む 。 


【 取 組 の 全体 像 】 
エネ ルギー を 「 減 ら す 」「 創 る 」「 置 き 換 える 」 と いう 観点 か ら 以 下 の 4 つの 施策 を 実施 し 、 
「A. 姫路 城 周辺 エリ ア 」 に お ける 電力 消費 に 伴う CO2 排出 量 の 実質 ゼロ と し 、「 ゼ ロカ ー ボ ン 
キャ ッ ス ル 」 を 達成 する 。 具体 的 に は 、A. 姫路 城 周 辺 エ リア に お ける LED 化 や 空調 熱源 改修 
等 の 省エネ 化 を 進め る と と も に 、 星 . 市 所 有 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト 
PPA に より 再 エ ネ 電 気 を A. 姫路 城 周 辺 エ リア に 供給 し て いく 。 さ ら に 、 中 長期 的 な 視点 で 
「 次 世代 型 太陽 電池 」 の 導入 や 「 大 規模 蓄電 池 」 の 活用 に つい て も 検討 を 進め て いく 。 


排出 量 削減 イメ ー ジ 実施 する 取り 組み 
省エネ ーー 取組 ① 省エネ 機器 の 導入 
電気 転換 ne (LED 化 ・ 空 調 改修 ) 

工 
ネ 取組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た 
ル 9 オフ サイ ト 型 コー ボレー ト PPA 
取組 次 世代 型 太陽 吉池 の 導入 検討 
用 系 統 電力 

| 取組 | 大 電池 の 活用 。 | 電池 の 活用 

| の ee ーーー 

| nN 1 セ 6 i 

現在 2030 年 


カー ボン ニュ ー ト ラル 


【 取 組 ① : 省エネ 機器 の 導入 (LED 化 ・ 空 調 改修 )】 

省エネ 機器 の 導入 に より 、 エ ネル ギー 消費 量 の 削減 を 図る 。 具 体 的 に は 、「A. 姫路 城 周辺 エ 
リア 」 に お いて 、「 姫 路 城 の ライ ト ア ッ プ 用 の 投光器 の LED 化 」、「 姫 路 市 立 美術 館 の 空調 熱源 改 
修 お よび 照明 の LED 化 」、「「 姫 路 公園 の 街路 灯 の LED 化 」、「 日 本 城郭 セン ター の 照明 の LED 化 」 
を 実施 する こと に より 、 合 計 466, 159kWh/ 年 の 消費 電力 の 削減 を 図る 。 


く 省 エネ 機器 の 導入 施策 一 覧 


No 施設 名 実施 内 容 削減 効果 実施 年 度 
1 姫路 城 投光器 の LED 化 71, 118kWh/ 年 | R4~5 年 度 
時 空調 熱源 改修 
3 姫路 市 立 美術 館 照明 の LED 化 291. 107kWh/ 年 R7 年 度 
姫路 公園 街路 灯 の LED 化 R5 年 度 
(大 手前 公園 ) (水銀 灯 28 灯 ) AU 
姫路 公園 街路 灯 の LED 化 R6 年 度 
」 |( シ ロト ピア 記念 公園 西側 ) | (水銀 灯 30 18,133kWh/ 年 
姫路 公園 街路 灯 の LED 化 R7 年 度 
(シロ トピ ア 記 念 公園 東側 ) | (水銀 灯 19 灯 ) AG 
姫路 公園 街路 灯 の LED 化 R8 年 度 
(県 立 博物 館 東 広場 ) (水銀 灯 30 灯 ) ODA kN 年 
5 日 本 城郭 研究 セン ター 照明 の LED 化 43, 438kWh/ 年 R5 年 度 
合計 ーー 466, 159kWh/ 年 — 
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姫路城 ・ 投 光 器 LED 化 後 の イメ ー ジ 図 > 


照明 デザ イン : (株) 石井 幹子 デザ イン 事務 所 


【 取 組 ② : 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA】 

「. 市 所 有 の 遊休 地 」 に 太陽 光 発 電設 備 を 新設 し 、 小 売 電気 事業 者 (関西 電力 ) を 介し た 
コー ポレ ー ト PPA に て 電力 供給 を 行う 。( 非 FIT/FIP の 太陽 光 発 電 所 の 新設 を 行い 、 ト ラッ キン 
グ 付 き 非 化石 価値 証書 を 付 し た 電力 の 供給 を 行う 。) また 、 発 生 す る 余剰 電力 (先行 地域 で は 消 
費 し きれ な い 電 力 ) に つい て は 、 他 の 公共 施設 や グリ ー ン 水素 製造 (取組 ⑧) で 活用 する こと 
に より 、 再 エネ ポテ ン シ ャ ル の 最大 限 の 活用 お よび 経済 性 の 向上 を 図る 。 


小 規模 な 土地 全 低圧 太陽 光 発電 所 (電力 系 統 を 介し て 送電 ) tN 
ヲ 」 識 調 欠 
周辺 施設 
と し PE 
了 ー a (美術 館 等 ) 
大 規模 な 土地 全 高圧 太陽 光 発 電 所 = 
1 
シテ と と 】 も ( 余 分 を 
* 有効 活用 ) ! 脱 談 素 先行 地域 以 ダ ! 
アア 』 とら メ | 脱 誠 先行 地域 以 ト 
の パ 1 ーーー 
(市 所 有 の 遊休 地 を 優先 し て 開発 ) * EBI EE LR | 
! 公共 施設 グリ ー ン 水素 製造 ! 
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く 太 陽光 発電 設置 予定 場所 > 


No 土地 名 称 住所 所 有 者 現況 発電 出力 年 間 発 電 量 
1 | 未 利用 地 A ー 姫路 市 ー 4 875 kW| 7.820,.000kwh 
2 | 未 利用 地 BB ー 姫路 市 ー 1.999 kW| 3.834.000kwh 
3 | 未 利用 地 C ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 637kwh 
4 | 未 利用 地 D 選 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 637kwh 
5 | 未 利用 地 E EE 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 637kwh 
6 | 未 利用 地 F ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 637kwh 
7 | 未 利用 地 G ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
8 | 未 利用 地 H ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
9 | 未 利用 地 I ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
10| 未 利用 地 J 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
11| 未 利用 地 K ー 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
12 | 未 利用 地 し = 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
13 | 未 利用 地 M 5 姫路 市 ー 49.5 kW 91, 636kwh 
合 計 (13 地点 ) 7, 418.5kW| 12, 66285, 000 
kwh 


※ 周 辺 環 境 や 近隣 へ の 影響 及び 系 統 接続 の 検討 結果 に 応じ て 、2023 年 度 以降 に 順次 情報 の 公表 を 予定 。 
※ 再 エネ 導入 エリ ア に つい て は 、 周 辺 住民 と の 合意 形成 の 状況 や 一 般 送 配電 事業 者 に よる 系 統 
接続 検討 の 結果 等 を 踏ま え 、 設 備 配置 の 変更 や 出力 の 増減 等 に つい て 柔軟 に 対応 し て いく 。 


【 取 組 ③ : 次 世代 型 太陽 電池 の 導入 検討 】 

2.2(1) に 記載 の と お り 、「A. 姫路 城 周 辺 エ リア 」 は 世界 遺産 に 指定 され て お り 、 文 化 財 や 景 
観 保護 の 観点 か ら 茂 し く 利用 規制 され て いる た め 、 従 来 型 の 太陽 光 発 電設 備 は 設置 が 困難 で あ 
る 。 そ の た め 、 従 来 型 と 比較 し て 、 軽 量 で 設置 場所 に 柔軟 性 が あり 景観 へ の 調和 も 図り 易い フ 
ィ ル ム 型 太陽 電池 等 、 立 地 制 約 を 克服 で きる 次 世代 型 太陽 電池 の 研究 開発 を 行っ て いる メー カ 
一 と 共同 で 、 導 入 可 能 性 を 検討 する 。 


施設 名 設置 場所 発電 出力 | 電力 供給 量 ※| 実施 年 度 
(今後 検討 (従来 型 で は 設置 で き な い 箇所 ) 約 10 kW 未定 R6 年 度 
※ 設 置 箇所 ・ 規 模 等 が 未定 で ある た め 、 下 記 の 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 に お ける 「 再 エネ 

等 の 電力 供給 量 」 に は 含ま な い 。 


例え ば 、 ペ ロブ スカ イト 型 太陽 電池 は 耐荷 量 の 弱い 屋根 や 壁画 、 窓 と いっ た 場所 へ の 搭載 が 
可能 で あり 、 普 及 拡 大 する こと に 産業 部 門 を は じ め と し た さま ざま な 分 野 で の 活用 が 期待 で き 
る 。 そ の た め 、 設 置場 所 の 検討 に あたっ て は 、 将 来 的 な 普及 拡大 に つなげ て いく た め 、 汎 用 性 
( 三 他 の 地点 へ も 水平 展開 可能 で ある か ) と 広告 宣伝 性 ( 三 よ り 多 く の 人 に 周知 ・ 宣 伝 で きる 
か ) を 勘案 の 上 、 決 定 し て いく 。 

特に 、 姫 路 城 周辺 の 「 特 別 史跡 指定 区 域 」 に お いて は 、 文 化 財 保護 の 観点 か ら 厳 し い 規 制 が 
課さ れ て お り 、 現 状 で は 再 エ ネ 発 電設 備 は 1 つも 存在 し な い 。 一 方 で 、 当 該 区 域 に は 白 鷺 小 中 
学校 等 の 一 般 施設 も 存在 し て お り 、 文化 財 保 i 備 や 景観 保護 の 観点 に 十分 留意 し つつ 、 立 地 制 約 
を 克服 で きる 次 世代 型 太 陽光 発電 電池 の 設置 に つい て 、 文 化 庁 等 と の 協議 ・ 調 整 を 行っ て い 

く 。 世界 遺産 で あり 国宝 で も ある 姫路 城 の 「 特 別 史 跡 指定 区 域 」 に お いて 、 次 世代 型 太陽 電池 
を 設置 する こと は 、 市 民 の 環境 意識 の 啓発 に つなが る だ け で な く 、 日 本 全体 へ の 波及 効果 も 期 
待 で きる 。 そ の た め 、 次 世代 型 太 陽 電 池 の 研究 開発 を 行っ て いる 民間 事業 者 (メー カー) と 共 
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同 で 設置 場所 や 設置 方 法 等 の 詳細 検討 を 行っ て いく 。 


【 取 組 ④ : 大 規模 蓄電 池 の 活用 】 

天候 等 に 左右 され る 太陽 光 発 電 の 安定 化 を 図る た め 、 蓄 電池 の 活用 を 検討 する 。 出 力 
2, 000kW 程度 、 容 量 8, 000kWh 程度 を 想定 し 、「a. 電力 系 統 用 」「b. 太陽 光 併 設 」「c. 水 電解 装置 
併設 」 等 の パタ ー ン か ら 活 用 方 法 を 検討 する 。 具体 的 に は 、 系 統 接続 条件 等 を 踏ま えた 再 エ ネ 
設備 の 導入 可能 量 や 需給 調整 市 場 等 の 各種 電力 市 場 で の 取引 に よる 経済 性 の 検証 、 太 陽光 や 水 
電解 装置 と の 併設 に よる 経済 性 の 検証 、 各種 電 力 制度 設計 (変更 ) の 状況 等 を 総合 的 に 勘案 し 
た 上 で 、 最 も 経済 的 合理 性 の 高い 活用 方 法 を 決定 する 。 


a. 電 力 系 統 用 b. 太 陽光 併設 C. 水 電解 装置 併設 


主 に 電力 系 統 の 調整 力 と し て 活用 し 、 太陽 光 発 電設 備 に 併設 し 、 発電 量 水 電解 装置 と 併設 する こと で 、 水 電 
電力 供給 の 安定 化 に 寄与 の 多い 時 間 帯 か ら 少 な い 時 間 帯 に シ 化 装 置 の 稼働 率 を 高め 、 グ リー ン 水 
(エリ ア 全 体 で の 再 エネ 導入 拡大 フト する こと で 、 再 エネ 供給 力 の 安定 素 製造 の 経済 性 を 高め る 

に 奇 与 ) 化 ・ 平 準 化 を 図る 


く 蓄 電池 設置 予定 規模 >※ 系 統 接続 条件 等 の 総合 的 に 勘案 し て 検討 する 。 


No 土地 名 称 住所 所 有 者 | 現況 規格 
2.000kW/ 

1 | 候補 地 A 還 姫路 市 8.000kWh 
2.000kW/ 

2 | 候補 地 BB = 姫路 市 ー 8.000kWh 


※ 周 辺 環境 や 近隣 へ の 影響 及び 系 統 接続 の 検討 結果 に 応じ て 、2023 年 度 以降 に 順次 情報 の 公表 を 予定 。 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 


ii c. 民生 部 門 の 省エネ に 
a. 民生 部 門 の 電力 短 要 量 b. 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 よる 電力 削減 量 
5, 938, 000 = 12, 685, 000 十 466, 159 
(kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


a. 民生 部 門 の 電力 震 要 量 
5, 938.000 (kWh/ 年 ) 
く 試算 内 容 > 
(前 記 【 民 生 部 門 の 電力 消費 の 状況 】 より) 


b. 再 エネ 等 の 電力 供給 量 
12, 685, 000 (kWh/ 年 ) 
く 試算 内 容 > 
既設 太陽 光 発 電 (2.2(2) よ り ) 23, 000kWh/ 年 
取組 の ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA: 12,662,000kWh/ 年 
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※「 取 組 ③ 次 世代 型 太陽 電池 の 導入 検討 に つい て は 、 設 置 笛 所 ・ 規 模 等 が 未定 で ある た 
め 、 上 記 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 に お ける 「 再 エネ 等 の 電力 供給 量 」 に は 含ま な い 。 


(オフ サイ ト PPA 電力 供給 量 の 内 訳 ) 


No 電圧 の 種別 発電 出力 年 間 発 電 量 ※ 
1 | 特別 高圧 4.875 kW| 7.820,000 kWh/ 年 
2 | 高圧 1.999 kW| 3.,834.000 kWh/ 年 
3~13 | 低圧 11 地点 544.5 kW 1, 008, 000 kWh/ 年 
合 計 7,418.5 kW| 12,662,000 kWh/ 年 


※ 過 去 の 太陽 光 の 発電 実績 、 気 象 条 件 に 基づき 、 太 陽光 発電 シス テム シミ ュ レ ー タ ー/ 設 計 
支援 ソフ ト に て 算出 。 

※ 万 一 、 周 辺 住民 と の 合意 形成 の 状況 や 一 般 送 配電 事業 者 に よる 系 統 接続 検討 の 結果 等 に 
より 、 導 入 発電 量 が 大 幅 に 低減 し た 場合 に お いて も 、 関 西 電 力 に て 他 の 発電 所 の 環境 価 
値 証書 に より オフ セッ ト さ れ た 電力 を 供給 する こと に より 、 電 力 消費 に 伴う CO2 排出 量 
の 実質 ゼロ を 達成 する 。 


c. 民生 部 門 の 省エネ に よる 電力 削減 量 
466.159 (kWh/ 年 ) 
く 試算 内 容 > 
(前 記 【 取 組 ① : 省エネ 機器 の 導入 (LED 化 ・ 空 調 改修 )】 より) 


【 電 力 器 要 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 自治 体 で 発電 する 再 エ ネ 電 力量 の 割合 】 
前 記 の と お り 、「B. 市 所 有 の 遊休 地 ( 再 エ ネ 導 入 エ リア )」 に つい て は 、 事 前 調査 に より 実 
現 可能 性 を 考慮 し て 選定 し て いる が 、 周 辺 住民 と の 合意 形成 の 状況 や 一 般 送 配電 事業 者 に よる 
系 統 接続 検討 の 結果 等 に よっ て は 、 発 電 出 力 が 増減 する 可能 性 が ある た め 、 高 位 ・ 中 位 ・ 低 位 
の 3 シナ リオ を 示す 。 


< 高位 シナ リオ : すべ て の 地点 に お いて 計画 どおり 導入 で きた 場合 > 
電力 需要 量 の うち 脱 談 素 脱 炭 素 先 行 地域 が ある 地 民生 部 門 の 電力 
先行 地域 が ある 地方 自治 方 自治 体内 に 設置 され た 需要 量 
体 で 発電 する 再 エネ 電力 再 エ ネ 発 電設 備 で 発電 す 
量 の 割合 る 再 エネ 電力 量 (※) 
100 ー 5, 471, 841 5, 471, 841 x100 
(%) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


(※) 自家 消費 、 相 対 契 約 に よっ て 調達 する も の 。 上 限 は 民生 部 門 の 電力 需要 量 と 同値 。 


< 試算 内 容 > 


既設 太陽 光 発 電 (2.2(2) より) 
取組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA 


(オフ サイ ト PPA 電力 供給 量 の 内 訳 ) 


23, 000kWh/ 年 
12, 662, 000kWh/ 年 
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No 電圧 の 種別 発電 出力 年 間 発電 量 ※ 
1 | 特別 高圧 4.875kW| 7.820,000 kWh/ 年 
2 | 高圧 1.999 kW| 3,834,000 kWh/ 年 
3~13 | 低圧 11 地点 544.5 kW 1, 008, 000 kWh/ 年 
合 8』 7,418.5 kW 12,662,000 kWh/ 年 


ぐ 中 位 シ ナリ オ : 高圧 1, 999kW x 2 地点 ・ 低 圧 49.5kWx6 地点 の 導入 と な っ た 場合 > 


電力 需要 量 の うち 脱 炭素 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地 民生 部 門 の 電 カ 
先行 地域 が ある 地方 自治 方 自治 体内 に 設置 され た 需要 量 
体 で 発電 する 再 エネ 電力 再 エネ 発電 設備 で 発電 す 
量 の 割合 る 再 エネ 電力 量 (※) 
100 = 5, 471, 841 で 5, 471, 841 x100 
(9%) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


(※) 自家 消費 、 相 対 契 約 に よっ て 調達 する も の 。 上 限 は 民生 部 門 の 電力 需要 量 と 同値 
く 試算 内 容 > 


既設 太陽 光 発 電 (2.2(2) より) 23. 000kWh/ 年 
取組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA : 8, 218, 000kWh/ 年 


(オフ サイ ト PPA 電力 供給 量 の 内 訳 ) 


No 電圧 の 種別 発電 出力 年 間 発 電 量 ※ 
1 | 高圧 1.999 kW| 3.834,000 kWh/ 年 
2 | 高圧 1.999 kW| 3.834,000 kWh/ 年 
3~13 | 低圧 6 地点 297 kW 550, 000 kWh/ 年 
合 計 4.295 kW 8, 218, 000 kWh/ 年 


く 低位 シ ナリ オ : 高圧 1.999kW x 1 地点 ・ 低 圧 49. 5kW x 6 地点 の 導入 と な っ た 場合 > 


電力 需要 量 の うち 脱 炭 素 脱 炭素 先行 地域 が ある 地 民生 部 門 の 電力 
先行 地域 が ある 地方 自治 方 自治 体内 に 設置 され た 需要 量 
体 で 発電 する 再 エ ネ 電 力 再 エ ネ 発 電設 備 で 発電 す 
量 の 割合 る 再 エ ネ 電 力量 (※) 

80.5 = 4, 407, 000 ー 5. 471. 841 x100 

(%) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 
(※) 自家 消費 、 相 対 契 約 に よっ て 調達 する も の 。 

く 試算 内 容 > 
既設 太陽 光 発 電 (2.2(2) より ) 23, 000kWh/ 年 
取組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA : 4, 384, 000kWh/ 年 


(オフ サイ ト PPA 電力 供給 量 の 内 訳 ) 


No 電圧 の 種別 発電 出力 年 間 発電 量 ※ 
2 | 高圧 1.999 kW| 3,834,000 kWh/ 年 
3~13 | 低圧 6 地点 297 kW 550, 000 kWh/ 年 
合 計 2.296kW| 4 384,000 kWh/ 年 


※ 不 足 分 に つい て は 、 関 西 電力 に て 他 の 発電 所 の 環境 価値 証書 に より オフ セッ ト さ れ た 電 
力 を 供給 する こと に より 、 電 力 消費 に 伴う CO2 排出 量 の 実質 ゼロ を 達成 する 。 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


事業 内 容 事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事 
業 の 名 称 と 必要 額 
R4 年 度 | 取組 ① 省 エネ 機器 の 導入 (姫路 城 ) ① 238,145 千 円 | ① 都 市 構造 再編 集中 支援 事業 
(国交 省 ) 
119, 072 千 円 
取組 ② コ -* レート PPA( 系 統 接続 確認 ) |② 660 千 円 | ② 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推 
進 交付 金 (環境 省 ) 
440 千 円 
取組 ④ 蓄 電池 の 活用 (FS 調査 ) ④ 6,000 千 円 | ④ 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推 
進 交付 金 (環境 省 ) 
4, 000 千 円 
R5 年 度 | 取組 ① 省 エネ 機器 の 導入 (姫路城) ① 130, 868 千 円 | ① 都 市 構造 再編 集中 支援 事業 
(国交 省 ) 
65, 434 千 円 
省エネ 機器 の 導入 (姫路 公園 ) 4.000 千 円 | 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推 
進 交付 金 (環境 省 ) 
2. 666 千 円 
省エネ 機器 の 導入 (日 本 城郭 1.512 千 円 同上 1.008 千 円 
研究 セン ター) 
取組 の ② コ - ボ ルート PPA ② 147,.371 千 円 1③ 同上 98, 247 千 円 
(低圧 太陽 光 11 地点 設置 ) 
R6 年度 | 取組 ① 省 エネ 機器 の 導入 (姫路 公園 ) | ① 4, 500 千 円 | ① 同上 3, 000 千 円 
取組 ② コ - ポ ルー ト PPA( 系 統 接 続 確認 ② 440 千 円 | ② 同上 293 千 円 
R7 年 度 | 取組 ① 省 エネ 機器 の 導入 (姫路 公園 ) | ① 2, 750 千 円 | ① 同上 1.833 千 円 
省エネ 機器 の 導入 111.078 千 円 同上 74, 052 千 円 
(姫路 市 立 美術 館 ) 
取組 の ② コ - ポ レート PPA ② 2.264. 897 千 円 | ② 同上 1, 371, 740 千 円 
(メガ ソー ラー2 地点 設置 ) 
取組 ④ 大 規模 蓄電 池 の 活用 ④ 682.000 キ 円 | ④ 同上 454, 667 千 円 
(設置 工事 ) 
R8 年 度 | 取組 ① 省 エネ 機器 の 導入 (姫路 公園 ) | ① 4,320 千 円 | ① 同上 2.880 千 円 
取組 ③ 次 世代 型 大 陽 電 池 の 導入 ③ 10,000 千 円 | ③ 同上 6, 666 千 円 
合 計 3, 608, 541 千 円 2, 201, 998 千 円 


※ 計画 提案 書 提出 時 の 情報 で あり 、 今 後 変更 と な る 可能 性 が ある 。 


く 各 取組 の 費用 負担 者 (交付 金 、 補 助 金 等 以外 ) > 
・ 取 組 ① 省エネ 機器 の 導入 (LED 化 ・ 空 調 改修 ) 
・ 取 組 ② 市 の 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト 型 コー ポレ ー ト PPA 
・ 取 組 ③ 次 世代 型 太 陽 電 池 の 導 入 検討 
・ 取 組 ④ 大 規模 蓄電 池 の 活 用 


: 姫路 市 

: 関西 電力 
: 民間 事業 者 
: 関西 電力 
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2.4 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 

【 取 組 ⑤ : 脱 炭 素行 動 変容 施策 (対象 : 市 民 ・ 観 光 客 ・ 事 業者 )】 

前 記 の ① て ④ ま で の 取り 組み を 脱 炭 素 先行 地域 だ け の 取り 組み で 終わ る こと な く 、 市 域 全域 
に 広げ 、 い か に 脱 炭 素 ド ミノ を 引き 起こ し 、 そ し て 地域 課題 の 解決 に つなげ て いく か が 肝要 で 
ある 。( 特 に 、 本 市 に お いて は 、 市 域 の 温室 効果 ガス の 排出 量 の 約 6 割 を 占め る 産業 部 門 へ の 展 
開 は 必須 で ある 。) 市 域 全体 の 脱 炭 素 に 関す る 機運 醸成 を 図る た め 、 市 民 ・ 観 光 客 ・ 事 業者 に 対 
し て 以下 の 行動 変容 施策 を 検討 ・ 実 施す る 。 


ぐ 市 民 ・ 観 光 客 向け > 

画 「 ゼ ロカ ー ボ ン >x 観 光 施 策 」 の 相乗 効果 

姫路 城 世 界 遺 産 登録 30 周年 事業 ( 令 和 5 年 ) や 兵庫 デス ティ ネー ショ ン キ ャ ン ペ ー ン ( 令 和 
5 年 夏 ) に 向け て 観光 プロ モー ショ ン を 展開 する に あたり 、 ラ イト アッ プ 照 明 を LED 化 し た 
ゼロ カー ボン キャ ッ ス ル を PR する こと で ゼロ カー ボン シテ ィ の 推進 と 観光 施策 の 相乗 効果 を 
見 込む 。 


画 歩 きた く な る まち な か の 形成 く 計 画 の 区 域 > 
本 市 で は 、 国土 交通 省 が 推進 する 「 居 心 検証 区 域 重点 区 域 推進 区 域 
地 が 良く 歩き た く な る 」 ま ちな か づく り DD 


の 一 環 と し て 、「 姫 路 市 ウォ ー カ ブル 推 
進 計画 」 を 策定 し て いる 。 こ の 取組 は 、 
姫路 城 と 姫路 駅 間 を 重点 区 域 と し て 、 道 
路 等 の 公共 空間 と 建物 の 一 体 的 な 利 活用 A 
や 大 手前 通り に お ける 公共 空間 利 活用 等 

に より 賑わい を 創出 し 、 市 民 ・ 観 光 客 等 アー 本 
の 歩行 や 回 遊 性 を 促す 取組 で ある 。 こ の 4 : 
取組 に ゼロ カー ボン キャ ッ ス ル の 実現 を 
重ね る こと で 、 市 民 や 観光 客 が 脱 炭素 の 
た め の 行 動 変容 と し て 徒歩 を 選択 する 機 
会 を さら に 増やし 、 温 室 効果 ガス の 削減 
を 図る と 同時 に 、 そ の 行動 範囲 の 広がり 
や 滞留 時 間 の 増加 に よっ て 、 ま ちな か に 
賑わい を 創出 し 、 地 域 の 活性 化 に つなげ 
て いく 。 


画 都 市 地域 炭素 マッ ピン グ 

「 街 区 単位 、 市 町 村 単 位 の 建物 と 移動 に 係る エネ ルギー 使用 量 と CO2 排出 量 の 見 える 化 」 を 
目的 に 、 環 境 省 の 「 ゼ ロカ ー ボ ン シ テ ィ 実 現に 向け た 地域 の 気候 変動 対策 基盤 整備 事業 」 で あ 
る 「 都 市 炭素 マッ ピン グ 」 に つい て 、 慶 應 義塾 大 学 と 協力 し 取組 ん で いる 。 こ の 取組 に より 、 
一 定 の エリ アメ ッシュ で の 、 日 単位 、 時 間 単 位 の エネ ルギー 消費 量 と CO2 排出 量 の 算定 が 可能 
と な る た め 、 市 域 全体 の 排出 量 の 可視 化 や 脱 炭 素 の 進捗 状況 、 施 策 効果 の 把握 に 活用 し 、 
EBPM※ に よる 政策 立案 に つなげ て いく 。 
※EBPM= ニ エビ デン ス ・ ベ ー ス ト ・ ポ リ シ ー・ メ イキ ング 。 証拠 に 基づく 政策 立案 。 
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く 都 市 地域 炭素 マッ ピン グ の イメ ー ジ > 
方 法 
建築 物 


基礎 情報 
馬 床 商 積 ・ 用 速 等 
BR 


活動 量 
混雑 度 ・ 人 口 等 セン サー 情報 ・ 質 問 票 等 
i ー 
02 | | 本 。。 回 


も * 
eg: & 
wet 


排出 原 単 位 


活動 量 
GPS デー タ 等 


建築 物 ・ 道 路 に 関す る 基礎 情報 と 原 単 位 個別 建築 物 ・ 道 路 の 時 間 別 CO。 排 出 量 を 見 え 

に 加え 、GPS 等 の ビッ グ デ ー タ を 活動 量 る 化 。CO: 排 出 量 の モニ タリ ング を 可能 に す 

と し て 組み 合わ せ て 、 自 治 体 の 総 CO。 排 る と と も に 、 脱 記 素 化 シ ナリ オ の 対策 効果 の 

出 量 と 整合 する よう に 個別 建築 物 ・ 道 路 時 空間 詳細 な 比較 も 可能 に 。 

別 の CO> 排 出 量 を 推定 
画 小 学生 向け 教育 ツー ル の 作成 
市 内 の 小学 生 に 配布 され て いる タブ レッ ト 端 末 に 対応 し た デジ タル 教材 及び 振り 返り 用 の ワ 
ー ク ブッ ク を 作成 し 、 環 境 問題 や S DG s に つい て の 理解 を 深め 自分 が で きる こと に つい て 学 
べ る 環境 を 整備 する こと で 、 脱 炭素 に むけ た 行動 変容 を 促進 する 。 


田 ア クセ ラレー ター プロ グラ ム に よる 行動 変容 施策 の 検討 

三菱 東京 UFJ 銀行 と イン クル ー ジ ョ ン ・ ジ ャ パン 株 式 会 社 が 主催 する 「ESG アク セラ レー タ 
ー プ ログ ラム 」 に 関西 電力 が 協賛 し 、 姫 路 市 を 実証 フィ ー ル ド と し て ユー ザー を 対象 と し た 行 
動 変容 施策 に 関し て アイ デア 募集 を 行う 。 そ の 中 で 、 ス ター ト ア ッ プ 企業 を 含む 他 企業 と の 協 
業 に より 、 市 民 を 巻き 込ん だ 行動 変容 施策 の 展開 を 検討 する 。 

(検討 例 ) 

・ 環境 価値 取引 プラ ッ ト フ ォ ー ム を 活用 し た 環境 配慮 型 商品 ・ サ ービス の 提案 

・ ス マー ト フ ォ ン アプ リ を 利用 し た 排出 量 の 可視 化 等 


く 事 業者 向け > 

一 排出 量 可 視 化 ツー ル の 導入 促進 

脱 炭 素 の 取組 を 産業 部 門 に も 広げ 、 脱 炭素 経営 へ の 転換 を 促し て いく た め 、 ま ず は その 第 一 
歩 と な る 「 排 出 量 可視 化 」 を 進め て いき 、 機 運 醸成 を 図っ て いく 。 

世界 各国 に お いて サプライ チェ ー ン 全体 の 温室 効果 ガス の 削減 が 求め られ て いる 中 、 日 本 国 
内 に お いて も グロ ー バ ル 企 業 を 中 心 に 、 取 引 先 に 対し て も 国際 基準 に 基づく 排出 量 の 情報 開示 
や 排出 削減 目標 の 設定 等 を 求め る 動き が 広がり つつ ある 。 こ れ ら の 動き は 今後 ます ます 加速 し 
て いく と 想定 され 、 中 小 企 業 を 含む すべ て の 企業 に お いて 排出 量 の 削減 に 取り 組ま な いこ と は 
取引 機会 の 喪失 リス ク と 直結 する 。 地 元 企業 が これ ら の 溝 流 に 遅れ を 取ら な いよ う 、 ま ず は 排 
出 量 削減 に 向け た 第 一 歩 で ある 排出 量 の 把握 を 行う べく 、「 排 出 量 可視 化 ツ ー ル 」 の 導入 支援 を 
行う 。 (導入 費 用 の 補助 や 一 定期 間 の 利用 料 補助 等 。) 

さら に 、 企 業 の 排出 量 の 情報 開示 や 削減 目標 の 設定 、 削 減 に 向け た 取り 組み 等 に つい て 、 グ 
リー ン ロ ー ン の 設定 等 、 金 融 機関 と 連携 し て イン セン ティ ブ を 与え る 仕組 み を 検討 する 。 


一 脱 炭素 経営 セミ ナー の 開催 

市 内 の 事業 者 が 乗り 遅れ る こと な く 脱 炭素 経営 へ の 転換 、 事 業 活動 の 脱 炭 素 化 を 図っ て いけ 
る よう 、 市 内 お よび 播磨 圏 域内 の 事業 者 を 対象 に 、 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル の 潮流 に 関す る 国内 
外 の 動向 や 国 ・ 本 市 に お ける 各種 補助 事業 等 の 情報 発信 を 行う セミ ナー を 年 2 回 開催 する 。 
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【 取 組 ⑥ 太陽 光 発電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 (対象 : 事業 者 )】 

市 内 の 企業 の 脱 誠 素 化 に 向け た 具体 的 な 取組 み を 支援 する た め 、 太 陽光 発電 設備 等 の 導入 費 
用 の 一 部 を 補助 し 、 再 生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 、 温 室 効果 ガス の 排出 量 削減 及び レジ リエ 
ンス の 強化 を 図る 。 具 体 的 に は 、 オ ン サ イト PPA モデ ル 等 を 活用 し た 初期 費用 ゼロ で の 自家 消 
費 型 太陽 光 発 電設 備 や 蓄電 池 、 省 エネ 機器 の 導入 支援 等 を 通じ 、 市 内 企業 の 脱 炭素 経営 を 促進 
する と と も に 、BCP 向上 を 図る 。 


① 補助 要件 太陽 光 発 電設 備 (自家 消費 型 ) の 導入 (蓄電 池 を 同時 設置 時 に 蓄電 池 補 助 及 
び 太 陽光 発電 補助 増額 ) 

② 補助 対象 者 市 内 の 事業 所 又は 当該 事業 所 に PPA 又は リー ス で 設置 する 事業 者 

③ 補助 金額 太陽 光 発 電設 備 20<25 千 円 kW 
蓄電 池 35 千 円 ンプ kWh (上 限 5,000 千 円 ) 


【 取 組 ⑦ 次 世代 自動 車 の 普及 促進 (対象 : 市 民 ・ 事 業者 )】 

市 域 に お ける 民生 部 門 (家庭 ・ 業 務 ) お よび 交通 ・ 運 輸 部 門 の 温室 効果 ガス の 削減 を 図る た 
め 、 市 民 お よび 事業 者 に 対し 、 環 境 に 配慮 し た 次 世代 型 自動 車 の 導入 支援 を 行う 。 
画 次 世代 型 「 自 家用 自動 車 」 の 普及 促進 

本 市 で は 、 姫 路 市 内 に 使用 の 本 拠 を 置く 事業 者 に 対し 、 自 家用 自動 車 ( 白 ナ ン バ ー) の 次 世 
代 自 動車 (電気 自動 車 、 燃 料 電池 自動 車 ) の 導入 補助 を 既に 実施 し て いる 。 

この 取組 の 補助 対象 を 市 民 に も 拡大 する こと で 、 更 な る 次 世代 自動 車 の 導入 を 促進 し 、 自 動 
車 公害 の 低減 及び 地球 温暖 化 対策 の 推進 を 図る 。CO2 排出 量 の 削減 に 合わ せ て 、 次 世代 自動 車 
の 普及 に よる 啓発 効果 を 得 て 、 市 民 が より 身近 な も の と し て 実感 で きる よう に な り 、 市 民 の 脱 
炭素 へ の 意識 の 醸成 に 繋げ る こと が で きる 。 意識 の 醸成 に 応じ て 、 導 入 補助 を 拡大 し 、 次 世代 
自動 車 の 導入 を さら に 加速 させ て いく 。 ま た 、 既 存 の 事業 者 へ の 補助 制度 に つい て も 導入 実績 
を 見 極め つつ 、 導 入 補助 を 拡大 し て いく 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 (最終 年 度 累計 ) : 1084.6 t-CO2/ 年 
く 各 年 度 の 補助 内 容 > 


環 の へ 洲 年 ム 3 

年 度 | 補助 金額 台数 上 数 ーー ) | 年間 削 減 排出 量 
参考 R3 6, 000 千 円 0 台 0 台 10 台 5 台 22.3 t-C02/ 年 
R4 年 度 10, 500 千 円 20 台 5 台 10 台 3 台 55. 3 tt-CO2/ 年 
R5 年 度 22 500 千 円 60 台 5 台 30 台 5 台 142.6 t-CO02/ 年 
R6 年 度 35, 000 千 円 100 台 10 台 50 台 5 台 234.9 t-CO2/ 年 
R7 年 度 38, 000 千 円 100 台 10 台 80 台 5 台 276.9 t-CO2/ 年 
R8 年 度 50, 000 千 円 150 台 10 台 100 台 5 台 374.9 t-CO2/ 年 
5 内 156.600 円 | 430 台 | 40 台 | 270 台 | 23 台 | 1084.6t-CO2/ 年 
=] [=] 


※ 削 減 排出 量 に 関し て は 、2017 年 度 の 姫路 市 運輸 部 門 ( 自 動車 ) の 排出 量 か ら 計 算 。 


画 次 世代 型 「 事 業 用 自動 車 」 の 普及 促進 

本 市 で は 、 姫 路 市 内 に 使用 の 本 拠 を 置く 一 般 乗 用 旅客 自動 車 運 送 事業 者 、 自 動車 リー ス 事 業 
者 に 対す る FCV タク シー ( 緑 ナ ン バ ー) の 補助 を 既に 実施 し て いる 。 

この 取組 に 加え 、 電 気 自動 車 ( 縁 ナ ン バ ー) で 充電 設備 に か か る 補助 を 実施 する こと で 、 電 
動 化 を 促進 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 更 な る 削減 を 図る 。 姫 路 城 の 玄関 口 で ある 姫路 駅 前 の タク シー 
プー ル に EV タク シー が 乗り 入れ る こと で 、 ゼ ロカ ー ボ ン キ ャ ッ ス ル 創 成 に 貢献 する 。 

温室 効果 ガス 削減 効果 (最終 年 度 果 計 ) : 212.2 t-C02/ 年 ) 
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く 毎年 の 補助 内 容 > 


。。 | 1 台 あ た り の | 。。。。 | 温室 効果 ガス ー- 
人 本 倫 | 削減 排出 量 | mw| 削減 排出 量 | 
EV タク シー | 15.000 千 円 | 1.4 t-C02/ 年 | 10 台 / 年 | 14 t-C02/ 年 | RA 年 度 ~ 
充電 機 3; 750 手 幅 一 | 5 台 / 年 三 4 年 席 や 
FCV タク シー 2, 000 千 円 | 1.66 t-CO2/ 年 | 2 台 / 年 3.32 t-CO2/ 年 | R4 年 度 ~ 
EV バス 13, 000 千 円 | 31.4 t-CO02/ 年 | 1 台 / 年 31.4 t-CO2/ 年 | R5 年 度 ~ 
合 計 33, 750 千 円 18 台 / 年 | 48.72 t-CO2/ 年 


※ 削 減 排出 量 に 関し て は 、 2017 年 度 の 姫路 市 運輸 8 部 門 ( 自 動車 ) の 排出 量 か ら 計 算 。 


【 取 組 ⑧ : グリ ー ン 水素 の 製造 ・ 供 給 】 


産業 部 門 の 脱 炭 素 化 を 実現 する た め に は 、 電 力 以外 の エネ ルギー の 脱 炭 素 化 も 必要 不可 欠 で 
ある 。 特 に 、 製 造 業 に お いて は 、 都 市 ガス ( 主 に 熱 利用 ) や 燃料 、 材 料 等 に お いて 多く の エネ 
ルギー を 消費 し て お り 、 電 力 以 外 に も これ ら の エネ ルギー の 脱 炭 素 化 が 必要 不可 欠 で ある 。 

その た め 、「 取 組 ② : コー ポレ ー ト PPA」 に て 発生 する 余剰 電力 ( 脱 炭 素 先行 地域 で は 消費 し 
きれ な い 電 カ ) を 活用 し て 「 グ リー ン 水 素 ※」 の 製造 を 検討 する 。 製 造 し た グリ ー ン 水素 は 、 
製造 業 や 市 内 を 走る FC バス 等 の 事業 者 へ 供給 する こと で 、 産 業 部 門 や 運輸 部 門 等 の 事業 者 の 脱 
炭素 化 を 促進 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 削減 を 図る 。 

また 、 本 市 に は 小型 燃料 電 池 発電 装置 を 開発 し た 企業 が ある 。 将 来 的 に は 同 装置 を 夜間 イベ 
ント 時 の 照明 等 に 使用 し 、 グ リー ン 水 素 を その 燃料 と する こと も 検討 し て いる 。 

※ 再 生 可 能 エ ネル ギー 由来 の 電力 を 用 い 、 水 電解 に より 製造 する 水素 。 


水素 電解 装置 の 規格 (予定 ) : 水素 製造 量 約 70Nn3/h 程度 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 310 t-CO2/ 年 (ガソリン 約 120kL/ 年 相当 と し て 試算 ) 


ーー イー トー リー ーー 


オフ サイ ト 
低圧 太陽 光 発電 所 . 休 鳥 ーー 
と 』 ーーー 姫路 城 周辺 の 公共 施設 
と, 姫路 城 (美術 館 、 動物 園 等 ) 
! 好 略 洪 周辺 


高圧 太陽 光 発 電 所 


‘444. 


ンタ FC モビ リティ 
iN 


水 電 解 装置 に よる ー⑯ , sas 
グリ ー ン 水素 製造 民間 工場 etc. 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 


事業 内 容 事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 
( 千 円 ) の 名 称 と 必要 額 
R4 年度 | 取組 ⑤ ⑤ ⑤ 
行動 変容 施策 (市 民 ・ 観 光 客 向け ) 34 千 円 都市 再生 整備 計画 事業 
(ウォ ー カ ブル 推進 事業 ) (国交 省 ) 
17 千 円 
行動 変容 施策 (市 民 向 け ) 3, 800 千 円 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 
(小学 生 向 け 教育 ツー ル の 作成 ) 交付 金 (環境 省 ) 
2, 533 千 円 
取組 ⑥ ⑥ ⑥ 
太陽 光 発電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 36, 000 千 円 (活用 な し ) 
取組 ⑦ @⑦ @⑦ 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 10, 500 千 円 (活用 な し ) 
(自家 用 自動 車 ) 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 20, 750 千 円 (活用 な し ) 
(事業 用 自動 車 ) 
取組 ⑧ ⑧ ⑧ 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 
グリ ー ン 水素 の 製造 (FS 調査 ) 6.000 千 円 | 交付 金 (環境 省 ) 
4, 000 千 円 
R5 年 度 | 取組 ⑤ ⑤ ⑤ 
行動 変容 施策 (市 民 ・ 観 光 客 向け ) 24 千 円 都市 再生 整備 計画 事業 
(ウォ ー カ ブル 推進 事業 ) (国交 省 ) 12 千 円 
行動 変容 施策 (地元 企業 向け ) 960 千 円 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 
(排出 量 可 視 化 ツー ル 導 入 促進 ) 交付 金 (環境 省 ) 
640 千 円 
取組 ⑥ ⑥ ⑥ 
太陽 光 発電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 36, 000 千 円 (活用 な し ) 
取組 ⑦ ⑦ @⑦ 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 22, 500 千 円 (活用 な し ) 
(自家 用 自動 車 ) 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 33, 750 千 円 (活用 な し ) 
(事業 用 自動 車 ) 
R6 年 度 | 取組 ⑤ ⑤ ⑤ 
行動 変容 施策 (地元 企業 向け ) 960 千 円 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 
(排出 量 可 視 化 ツー ル 導 入 促進 ) 交付 金 (環境 省 ) 
640 千 円 
取組 ⑥ ⑥ ⑥ 
太陽 光 発電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 36, 000 千 円 (活用 な し ) 
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取組 ⑦ @⑦ ⑦ 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 35, 000 千 円 (活用 な し ) 
(自家 用 自動 車 ) 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 33, 750 千 円 (活用 な し ) 
(事業 用 自動 車 ) 
R7 年 度 | 取組 ⑤ ⑤ ⑤ 
行動 変容 施策 (地元 企業 向け ) 960 千 円 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 
(排出 量 可 視 化 ツー ル 導 入 促進 ) 交付 金 (環境 省 ) 
640 千 円 
取組 ⑥ ⑥ ⑥ 
太陽 光 発 電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 36, 000 千 円 (活用 な し ) 
取組 ⑦ ⑦ @⑦ 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 38, 000 千 円 (活用 な し ) 
(自家 用 自動 車 ) 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 33, 750 千 円 (活用 な し ) 
(事業 用 自動 車 ) 
取組 ⑧ 
グリ ー ン 水素 の 製造 (設置 工事 ) 450, 000 千 円 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 
交付 金 (環境 省 ) 
300, 000 千 円 
R8 年 度 | 取組 ⑤ ⑤ ⑤ 
行動 変容 施策 (地元 企業 向け ) 960 千 円 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 
(排出 量 可 視 化 ツー ル 導 入 促進 ) 交付 金 (環境 省 ) 
640 千 円 
取組 ⑥ ⑥ ⑥ 
太陽 光 発 電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 36, 000 千 円 (活用 な し ) 
取組 ⑦ @⑦ @⑦ 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 50, 000 千 円 (活用 な し ) 
(自家 用 自動 車 ) 
次 世代 自動 車 の 普及 促進 33, 750 千 円 (活用 な し ) 
(事業 用 自動 車 ) 
合 計 955, 448 千 円 305, 122 千 円 
※ 計画 提案 書 提出 時 の 情報 で あり 、 今後 変更 と な る 可能 性 が ある 。 
く 各 取組 の 費用 負担 者 (交付 金 、 補 助 金 等 以外 ) > 
・ 取 組 ⑤ 地元 企業 ・ 市 民 ・ 観 光 客 向 け の 行動 変容 施策 : 姫路 市 ・ 各 事業 者 
・ 取 組 ⑥ 太陽 光 発電 ・ 省 エネ 設備 導入 促進 : 姫路 市 
・ 取 組 ⑦ 次 世代 自動 車 の 普及 促進 : 姫路 市 
・ 取 組 ⑧ グリ ー ン 水素 の 製造 ・ 供 給 : 関西 電力 
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2.5 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 され る 効果 


脱 炭素 先行 地域 の 取組 を 推進 する こと に より 、「1.1. ⑬) 地域 課題 等 」 に 記載 し た 「① 交 流 人 品 
の 増加 に よる 地域 活力 の 向上 」 と 「② 脱 炭素 経営 の 促進 よる 地域 経済 の さら な る 発展 」 を は じ め 
と し た 課題 解決 を 図り 、 地 域 経済 活性 化 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 を 図る 。 
① 交 流 人 口 の 増加 に よる 地域 活力 の 向上 


く 地 域 経済 効果 (観光 客 の 増加 ) > 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


本 市 の メイ ン エ リア で あり 世界 遺産 お よび その 緩衝 地帯 と し て も 指定 され て いる 「 姫 路 城 周 
辺 エ リア 」 の エリ ア 内 に ある 公共 施設 13 地点 の 脱 炭 素 化 を 図り 、 ゼ ロカ ー ボ ン キ ャ ッ ス ル を 
実現 する と と も に 、 姫 路 城 世 界 遺産 登録 30 周年 事業 ( 令 和 5 年 ) 等 の 観光 施策 と の 相乗 効果 
を 生み 出す こと で 、 観 光 地 と し て の 魅力 と ブラ ンド カカ を 高め る 。 そ の 結果 、 旅 行者 な どの 国内 
外 か ら 訪れ る 「 交 流 人 口 」 を 増やす こと で 、 定 住人 口 の 減少 を 補い 、 地 域 の 活力 の 維持 ・ 向 上 
に つなげ る 。 


【 関 連 す る 取組 : の ひ ・②・③・④・⑤】 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 姫路 城 周辺 観光 客 入 込 客数 


現在 ( 令 和 2 年 度 実績 ) 最終 年 度 : 令 和 12 年度 (2030 年 度 ) 
887 千 人 
(参考 : 令 和 元 年 度 実績 ) 3, 000 千 人 
2,817 千 人 


ぐ 地 域 経済 効果 (ゼロ カー ボン キャ ッ ス ル メ x 歩 きた く な る まち な か の 形成 に よる に ぎわ い の 創 
出 )・ 暮 らし の 質 の 向上 > 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


ゼロ カー ボン キャ ッ ス ル の 訪れ る 人 に 対し て は 、 シ ェ ア サ イク ル 「 姫 ちゃ り 」 や 徒歩 等 、 自 
家用 車 よ り も 環境 に や さ し い 交通 手段 で の 周遊 を 促進 する 。 歩 きた く な る まち な か の 形成 を 促 
進 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 削減 を 図る と と も に 、 姫 路 城 以外 の 周辺 エリ ア へ も 人 々 を 誘引 する こと 
で 先行 地域 周辺 の に ぎわ い を 創出 し 、 地 域 経済 の 活性 化 に つなげ る 。 


【 関 連 す る 取組 : ⑤・⑦】 


KP 1 ( 還 要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 脱 大 素 先行 地域 周辺 の 歩行 者 ・ 自 転 車 通行 量 


現在 ( 令 和 2 年 度 実績 ) 最終 年 度 : 令 和 12 年 度 (2030 年 度 ) 


65, 263 人 日 110, 000 人 日 
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② 脱 炭素 経営 の 促進 よる 地域 経済 の さら な る 発展 


く 地 域 経済 効果 ( 脱 大 素 経営 の 促進 ) > 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


ESG 投資 や カー ボン ニュ ー ト ラル と いっ た グロ ー バ ル な 潮流 に 乗り 遅れ な いよ う 政 策 面 か ら 
支援 を 行う 。 具 体 的 に は 、 排 出 量 可視 化 ツ ー ル の 普及 促進 や 金融 機関 等 と 連携 し た イン セン テ 
ィ ブ 設計 に より 脱 炭 素 経営 へ の 転換 の 機運 を 醸成 し 、 さ ら に 大 陽光 発電 設備 導入 促進 や 次 世代 
自動 車 の 普及 促進 等 の 脱 炭 素 施策 を 支援 し て いく 。 そ うす る こと で 事業 の 脱 炭 素 化 を 促進 し 、 
地域 全体 で 国際 競争 力 を 獲得 し た 強固 な 産業 基盤 が 形成 され 、 環 境 と 経済 の 好 循 環 を 加速 し 、 
地域 経済 の さら な る 発展 へ と つなげ て いく 。 


【 関 連 す る 取組 : 取組 ②・⑥・ の ⑦・⑧】 


KP 1 ( 車 要 業 績 評価 指標 ) 


指標 : 市 内 総 生 産 (名 目 ) 


現在 : 平成 29 (2017) 年 度 最終 年 度 : 令 和 12 年 度 (2030 年 度 ) 
2 兆 4.031 億 円 2 兆 8. 837 億 円 


く 暮 らし の 質 の 向上 > 


脱 虚 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


脱 炭 素 先行 地域 で の 取組 み を 契機 に 、 市 民 、 事 業者 、 行 政 な どす べ て の 主体 が 、 環 境 の 大 切 さ を 
理解 し 、 日 常 生活 や 経済 活動 の 中 で の 2050 年 脱 炭 素 社会 の 実現 に 向け た 取組 を 進め る こと で 環 
境 ・ 経 済 ・ 社 会 の 統合 的 向上 を 図る と と も に 、 自然 と 人 と の 共生 、 資 源 の 循環 が 進ん だ 、 持 続 可 能 
な 社会 の 実現 を 目指 す 。 


【 関 連 す る 取組 : 取組 ①・②・③・④・⑤・⑥・ の ⑦・ る ⑧】 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 市 域 全 体 お よび 市 の 事務 事業 に 伴う 温室 効果 ガス 排出 量 


現在 (2013 年 度 実績 ) 最終 年 度 : 令 和 12 年 度 (2030 年 度 ) 
市 域 全体 11, 188, 000 t-C02 市 域 全体 6,042,000 t-CO2 
事務 事業 60, 898 t-CO2 事務 事業 30, 449 t-CO02 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 


3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


取 組 事業 主体 


① 省 エネ 機器 の 


導入 姫路 市 
3 ー ゴ ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー と ここ ーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ー- ト 
② 市 の 遊休 地 を 

活用 し た 関西 電力 ょ 証 、 

コー ボレー ト PPA he 


ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ニ ーー ニーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ご ーー ニーーーーーーーーーーーーーーー ニ ーーー ニー ご ーー ニー ニー ニーーーーーーーーーーーーー ニ ーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー こ ーー ニーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ 


= ! 

③ 次 世代 型 太陽 民間 事業 者 i |! 設置 工事 ヽ 
電池 の 導入 検討 (メー カー) : ] i : 10,000 千 円 / 

: ! ! 1 i 7 


※ 実 施 有 無 は 
FS を 踏ま えて 
判断 


1 
\ i : 
682, 000 生 円 7 


取 組 事業 主体 


me ここ ここ ここ ここ ご こと ここ こら = ここ とことこ ニ ニニ ニコ ニニ ご こら こ ここ ら こ こら ご ここ ココ コ ニニ ここ ご ここ こさ こら に = ここ ここ コミ こ ら こ と ここ こら ここ ここ ここ ニニ ここ こら 


⑧ 太 陽光 発電 ・ 
省エネ 設備 の ” 姫路 市 
普及 促進 


こと = ニニ ご こ ご ニ ニコ ご ここ ここ ご ここ も こら こら ニニ ご こ ニ ニニ こら こら こ ここ ここ ここ ご ニニ ニニ ニコ ゴ ュ こら こら らら ここ ここ ここ ニニ ご ニコ ここ こ ご ご こと こ か と ここ ここ ここ ニニ ココ こら ご こら ここ と ここ ここ ニー 


の 次 世代 自動車 の 
普及 促進 姫路 市 


坊 の お らき どき お ここ なら お ミミ で は ここ モコ コミ ニ ニ はら こ は こら こと な ラコ さこ こち こら と 0 ニッ ロー は ココ ジコ な らら ニニ ロミ に と きこ ボ ヴ ご 電 に コ は ミ ミニ ロニ らら と こら コ ニコ ココ ミュ ゴビ ニ が 5 どこ いら ご ニ ロ ミミ ュ ら ニコ に こさ は ココ コピ 和 2 ミロ と サー トビ こら ちこ つき は の っ は さち ら さ な を なら みあ に コ ュ られ ミラ セージ こ ミ ニ ロ は ニラ 5 テニ 


tl x 
⑧ グ リー ン 水 素 の 関西 電力 : H H a a EE Ea 日 議 : W 
製造 ・ 供 給 時 | 1 テイ が - と の 調整 \ 1850, AE) 


iL 一 ーーーーーーーーーーーーーーー 一 i | 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 


年 度 取組 取組 内 容 事業 主体 
① 省 エネ 機器 導入 ・ 姫路 城 の 投光器 の LED 化 姫路 市 
の ② コ ー ポ レー ト PPA | ・ 特 高 PV 低圧 PV の 詳細 設計 、 系 統 接続 確認 | 関西 電力 
蓄電 池 の 活 用 ・FS の 実施 関西 電力 
・ 小学 生 向 け 教育 ツー ル の 作成 
R4 | ⑤ 行 動 変 容 施策 ・ 市 民 、 観 光 客 向け 行動 変容 施策 の 検 計 姫路 市 
・ 脱 炭素 セミ ナー の 開催 
⑥ 太 陽光 ・ 省 エネ 普及 | ・ 大 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 導入 補助 姫路 市 
⑦ 次 世代 自動 車 普及 | ・ 自 家用 車両 、 事 業 用 車両 の 次 世代 化 補助 姫路 市 
⑧ グ リー ン 水 素 ・FS の 実施 関西 電力 
・ 姫路 城 の 投光器 の LED 化 
① 省 エネ 機器 導入 ・ 姫路 公園 の 街路 灯 の LED 化 姫路 市 
・ 城郭 セン ター の 照明 の LED 化 
・ 低圧 PV の 設置 、 一 部 施設 へ の 供給 
② コ ー ポ レー ト PA | 特 高 PV の 詳細 設計 、 発 注 内 本 電力 
蓄電 池 の 活 用 ・FS 結果 を 踏ま えた 詳細 検討 、 発 注 関西 電力 
R5 ・ 市 民 、 観 光 客 向け 行動 変容 施策 の 実施 
⑤ 行 動 変 容 施策 ・ 排出 量 可視 化 ツ ー ル 導入 補助 姫路 市 
・ 脱 炭素 セミ ナー の 開催 
⑥ 太 陽光 ・ 省 エネ 普及 | ・ 大 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 導入 補助 姫路 市 
⑦ 次 世代 自動 車 普及 | ・ 自 家用 車両 、 事 業 用 車両 の 次 世代 化 補助 姫路 市 
6 上 水 キ ラナ 3 =- 
⑧ グ リー ン 水 素 a 関西 電力 
① 省 エネ 機器 導入 ・ 姫路 公園 の 街路 灯 の LED 化 姫路 市 
. ・ 高圧 PV の 詳細 設計 、 系 統 接 続 確認 
コー ポレ ー ト PA | 特 高 PV の 設置 工事 6 
蓄電 池 の 活 用 . FS 結果 を 踏ま えた 詳細 検討 、 発 注 関西 電力 
・ 市 民 、 観 光 客 向け 行動 変容 施策 の 実施 
R6 | ⑤ 行 動 変 容 施策 ・ 排出 量 可視 化 ツ ー ル 導入 補助 姫路 市 
・ 脱 炭素 セミ ナー の 開催 
⑥ 太 陽光 ・ 省 エネ 普及 | ・ 大 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 導入 補助 姫路 市 
⑦ 次 世代 自動 車 普及 | ・ 自 家用 車両 、 事 業 用 車両 の 次 世代 化 補助 姫路 市 
Rie ・FS 結果 を 踏ま えた 詳細 検討 、 発 注 ー 
⑧ グ リー ン 水 素 EN 関西 電力 
: ・ 姫路 公園 の 街路 灯 の LED 化 
エイ 機 特 香 人 | ・ 美 術 館 の 空調 熱源 履修 、 昭 明 の LED 化 ci 
・ 高圧 PV の 設置 工事 、 供 給 開 始 
② コ ー ポ レー ト PA | 特 高 PV の 設置 工事 、 供 給 開 始 同和 由 東 久 
。 | @ 次 世代 型 太陽 電 ・ 設置 場所 、 導 入 可否 等 の 検討 民間 事業 者 
著 電 池 の 活 用 ・ 鞭 電池 の 設置 工事 、 運 用 開始 関西 電力 
・ 市 民 、 観 光 客 向け 行動 変容 施策 の 実施 
⑤ 行 動 変 容 施 策 ・ 排出 量 可視 化 ツ ー ル 導入 補助 姫路 市 
・ 脱 炭素 セミ ナー の 開催 
⑥ 太 陽光 ・ 省 エネ 普及 | ・ 大 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 導入 補助 姫路 市 
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⑦ 次 世代 自動 車 普及 ・ 自 家用 車両 、 事 業 用 車両 の 次 世代 化 補助 姫路 市 

⑧ グ リー ン 水 素 ・ 水 電解 装置 等 の 設置 工事 、 運 用 開始 関西 電力 

① 省 エネ 機器 導入 ・ 姫 路 公 園 の 街路 灯 の LED 化 姫路 市 

③ 次 世代 型 太陽 電 : ・ 次 世代 型 太 陽 電 池 の 設 置 工事 民間 事業 者 
・ 市 民 、 観 光 客 向 け 行 動 変容 施策 の 実施 

R8 | ⑤ 行 動 変容 施策 ・ 排 出 量 可視 化 ツ ー ル 導入 補助 姫路 市 

・ 脱 炭素 セミ ナー の 開催 

⑥ 太 陽光 ・ 省 エネ 普及 | ・ 太 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 導入 補助 姫路 市 

⑦ 次 世代 自動 車 普及 ・ 自 家用 車両 、 事 業 用 車両 の 次 世代 化 補助 姫路 市 


【 6 年 目 以降 の 取組 ・ 方 針 】 

脱 炭 素 先行 地域 の 取組 を 5 年 間 で 終え る の で は な く 、2030 年 ・2050 年 の 排出 量 削減 目標 を 達成 
すべ く 、6 年 目 以降 に は 各 施策 の 水平 展開 を 図っ て いく 。 具体 的 に は 、 今 回 の 先行 地域 で の 「 省 
エネ 」「 創 エネ 」 の 各 取 組 を 市 域 全 体 の 公共 施設 へ 水平 展開 し 、 事 務 事 業 に お ける 国 の 目標 値 で あ 
る 「2030 年 度 : 排出 量 5096 削 減 (2013 年 度 比 )」 の 達成 を 目指 す 。 

また 、 産 業 部 門 に も 取り 組み を 拡大 し 、 姫 路 港 の カー ボン ニュ ー ト ラル ポー ト 化 な ど 、 市 域 全 
体 で 脱 炭 素 ド ミノ を 引き 起こ すべ く 取 組 を 展開 し て いく 。 特に 、 カ ー ボ ポン ニュ ー ト ラル 達成 の キー 
テク ノロ ジー と され 、 発 電 ・ 輸 送 ・ 産 業 な ど 幅 広い 分 野 で 活用 が 期待 され る 水素 の 利 活用 拡大 に 向け た 取 
組 を あら ゆる 分 野 で 進め る 。 

今後 、 本 市 は 兵庫 県 及び 企業 と 連携 し 、 産 業 部 門 の 脱 炭 素 化 の 実現 に お ける 重要 な 要素 で ある 

「 水 素 社会 の 実現 」 に 向け 、「 水 素 」 の 利 活用 を 加速 させ 、 本 市 に 留まら ず 兵 庫 県 ひい て は 日 本 全 
域 へ の 脱 炭 素 ド ミノ 拡大 に 貢献 し て いく 。 
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4. 推進 体制 


4.1 地方 自治 体内 部 の 推進 体制 


) 推進 体制 

市 長 を 本 部 長 と し 、 環 境 局 環境 政策 室 に お いて 脱 炭 素 先行 地域 に 関係 する 事務 を 行う 。 ま た 、 
脱 炭 素 先行 地域 内 の 公共 施設 を 所 管 す る 関係 部 署 と 連携 し て 事業 を 推進 する 。 

また 、 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ルポ ボー ト の 実現 や 水素 社会 の 推進 に 向け て 、 兵 庫 県 と も 連携 を 図 
る 。 


本 部 長 : 市 長 副本 部 長 : 副 市 長 


【 事 務 局 】 環境 局 環境 政策 室 | 


政 財 観 都 教 上 そ 
策 政 光 市 育 下 の 
局 局 局 委 水 || 他 
ポ 0 員 道 関 
| 建 会 局 係 

ツ 設 事 前 

局 局 務 局 

局 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

市 長 を 本 部 長 、 副 市 長 を 副本 部 長 と し 、 局 長 級 の 職員 で 構成 され る 「 環 境 基 本 計画 推進 本 部 」 
に お いて 毎年 度 1 回 進捗 管理 を 行う 。 な お 、 推 進 方 法 に 関す る 調整 や 検討 、 見 直し を 行う 必要 が 
生じ た 場合 は 、 推 進 本 部 の 下部 組織 で あり 、 関 係 する 課長 級 の 職員 で 構成 され る 会 議 に お いて 協 
議 を 行う 。 

また 、 外 部 有識者 や 市 民 ・ 事 業者 の 代表 者 等 で 組織 する 「 姫 路 市 環境 審議 会 」( 会 長 : 兵庫 県 
立 人 と 自然 の 博物 館 館長 中 瀬 勲 氏 ) に 毎年 度 進捗 状況 の 報告 を 行う と と も に 、 最 終 年 度 
の 評価 結果 に つい て も 報告 を 行う 。 

最終 年 度 の 評価 に つい て は 、 地 球 温暖 化 対策 実行 計画 (事務 事業 編 ) 及び (区 域 施策 編 ) と 連 
携 し て 実施 する 。 
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2 需要 家 、 再 エネ 発電 事業 者 、 企 業 、 金 融 機関 等 関係 者 と の 連携 体制 


脱 炭 素 先行 地域 に 選定 後 、 姫 路 市 と 関西 電力 に て 包括 連携 協定 を 締結 し 、 取 り 組 み を 推進 し て 
いく 。 な お 、 各 取組 に お ける 事業 主体 お よび 関係 者 は 以下 の と お り で ある が 、 各 関係 者 と は 事前 
に 本 提案 書 へ 記載 し た 内 容 に つい て 合意 形成 が 図れ て いる 。 


包括 連携 協定 
(すべ て の 取組 で 連携 ) の 明 
HIMEJI CITY 関西 電 
人 ぃ 、 姫路 市 巾 == power ower with hear heart 
取組 事業 主体 関係 者 
① 省 エネ 機器 の 導入 姫路 市 (公募 に より 決定 し た 事業 者 ) 
② 市 の 遊休 地 を 活用 し た コー ポレ ー ト PPA 姫路 市 三 
③ 次 世代 型 太陽 電池 の 導入 検討 民間 事業 者 
電池 の 活用 関西 電力 ー 
ENE 姫路 市 誠 計 六 a 
⑤ 行 動 変 容 施策 (市 民 ・ 観 光 客 ・ 事 業者 ) 慶応 義塾 大 学 ・ み な と 銀行 他 
ate tt tcs Cae 
⑥ 太 陽光 発電 ・ 省 エネ 設備 の 普及 促進 姫路 市 = 
⑦ 次 世代 自動 車 の 普及 促進 姫路 市 ー 
⑧ グ リー ン 水 素 製造 ・ 供 給 関西 電力 ー 
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